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言R毛者ff

世界的な食糧危機の時代に対応して， 1960年代から70年代にかけて多くの国際農業研究

センター (IARCs)が設立され，発展途上国が必要とする農業研究を進めてきている。

1971年には，これらの研究センターを支援し統括するために国際農業研究協議グループ（

CGIAR)が資金拠出国および関係機関によって設立された。

国際農業研究センターでは， 5年ごとに外部の専門家による研究レビューが行われ，研

究の優先順位の見直しと，研究戦略の更新が行われている。今回のしビューは， 1990年代

および 21世紀を見通した研究方向の確定と銘打って， CGIAR組織内部の技術諮問委

員会 (TAC)の委員を中心に検討が進められてきた。この検討結果を踏まえて， 1988年

に入ってから TAC報告書「持続的な農業生産 (Susta1nableAgricultural Production) 

国際農業研究への提案」が作成され， 1988年 5月のベルリンでのCGIARの会議に提出

された。この会議での検討を経て， 1989年には中間報告書「 CGIARにおける持続性関

連研究：その現状と将来」が作成され， 1989年 5月のキャンベラでの会議の討議資料に供

された。さらに， 1989年11月には，パリで CGIARと非CGIAR系の機関からの代表

による会誦が開催され，これら一連の討議を経たうえで1990年 1,_, 2月には TACの代表

者による取りまとめが行われ， 1990年 5月のハーグでの会譲に 21世紀の国際農業研究戦

略に関する最終報告書が提出された。

ここに訳出した報告書は，これらの一連の国際農業研究戦略に関する国際会講のたたき

台とされた1988年のTAC報告書（内部資料）に修正が加えられて FAOから出版された

ものである。この報告書には， 「持続的な農業生産」という CGIARの新しい研究戦略

の中心課題に即して， 21世紀を展望した農業分野の研究戦略に関する主要な論点が化粧

直しをされない形ですべて出揃っている。このため，この報告書は，我が国の国際的な農

業研究協力，あるいは海外技術協力を考える上で大きな意味を持つものと考えられる。

日本語訳については，熱帯農業研究センターの大野芳和調査情報部長および浜村邦夫研

究技術情報官を初め多くの方々の御校閲をいただいた。また，原稿の整理，ワープロ化に

ついては同研究センターの非常勤職員であろ沢田一子さんに大変ご苦労いただいた。翻訳

に関してまったくの素人であろ私達が，曲りなりにも一応の完成を見ろことがでぎたのは

以上の方々の献身的な協力によるものであり，ここで改めて心から感謝の意を表したい。

1991年 1月31日共訳者
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序文

この報告書は，国際農業研究協議グループ (CGIAR) による 19 8 5年のレビュー

における技術諮問委員会 (TAC) の報告書， 「CGIARの優先順位と将来戦略」を発

端としている。このしビューにおいては，農業生産の持続性 (Sustainability)に関して

継続的に注意する必要があるとされた。

CGIAR系の各センターの研究の多くは，従来から持続的な農業生産システムに貢献

するような技術開発に関心を示してきた。しかし， 19 8 7年に発行されたCGIARの

優先順位と将来戦略に関する報告書において， TACは持続性の概念を敢えて強調するこ

とが必要であると提案した。 CGIARはこの提案を承認すると同時に曹その達成方法に

ついてさらに検討するよう TACに要請してきた。

当委員会はその役目に応ずることを同意し，このような包括的な報告書をつくることに

した(,その内容は，農業生産システムにおけろ持続性の問題を特徴づけろと同時に，これ

らの問題に焦点をあてたCGIARの戦略についての勧告を行おうとするものであった。

CGIAR組織内外の国際農業研究センター (IARCs)は，この問題についてそれぞ

れの分野の情報を提供するように求められた。 FAOゃ国連環境計画 (UNEP)などの

国際機関も意見を述べろよう要請された。

報告書の草案は TACが検討し，各センターの所長と理事長に回覧した。草稿はまた，

1 9 8 7年 10月のセンター週間の間に CGIARの各メンバーにも回覧した。さらに，

資源保存と環境問題について関心を示していろいくつかの他の組織にも，しビューと意見

とを求めるために草稿を送った。

1 9 8 8年の 1月中旬， TACはローマで 3日半かけて持続性に関する研究会を主催し

t:c, CG I ARの資金拠出国から 4名， CGIAR組織内外の国際農業研究センターから

8名, FAO, UNEP, 世界銀行などの国際機関から 6名，各国の農業研究計画組織か

ら5名，合計 23名の参加者があった。また， TACの6名のメンバーと譲長も出席した。

参加者はそれぞれ私的な立場で出席した。 TACは最終報告書に対してなされた彼らの貢

献に対して敬意を表するとともに，この集会を主催した FAOに感謝の意を表するもので

ある。

この報告書は， CGIARとそれが国際農業研究において果たしている役割を説明する

ことを目的にしたものであった。しかし，問題の多くは CGIAR系の研究機関だけ．ぁ

るいは農業研究だけによって解決できないこと！ま明らかである。そのため，この報告書は

CGIARの役割に焦点を当ててはいるが，第三世界の各国政府およびその研究・開発組

熾が農業の持続性に対して大きな責任を持っていることを強調している。また，発展途上
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国と先進工業国ともに農業の持続性に関して深刻な問題に直面していることを強調してい

ろ。さらに， 2国間および多国間協力の資金拠出国が，発展途上国に対する農業の持続性

に関係した援助計画に馘い優先順位を与えるよう勧めている。

この報告書をCGIARは，ベルリンにおける 19 8 8年の中間検討会において検討し

た。その時に，ブルントラント報告「我々の共通の未来」の概要や，環境問題に関する世

界委員会報告も検討の素材として提出された。ここで， CGIARはTACの持続性に関

する動的な定義を承認した。この報告が作られた過程は，その内容と同様に推奨に値する

ものである。

以下の相互に関係した諸問題がCGIARによる検討の中で主要なものであった。

1) 各センターの基本計画に対して具体的な指針を準備すること。

2) これらの計画に基づいて行われる各センターの研究を保証するシステムを構築す

すること。

3) 地域的な多様性を持っ持続性の問題を解決するために必要な各国の役割と，それ

を果すために必要な支援の内容を明らかにすること。

CGIARは，組織の使命に係わる課題として持続性を再び強調する。持続性に関する

問題は，組織の全体においてさらに突っ込んだ戦略的な検討を加える必要性のあることが

明らかにされた。

この報告書の追録として， CGIAR系と非CGIAR系センターの持続性の問題に関

する見解の要約が示されている。つまり，そこでは各センターが現在これらの問題に対し

て何をしようとしているか，また何を加えるべき研究活動と考えているかを示している。

また， CGIAR系と非CGIAR系センター間の研究協力の可能性についても示してい

る。これらのものは，国際農業研究センターが持続性の問題をどのように捉えているかと

いうことを洞察するための素材を提供していろ。

当委員会は，この報告書をすべて準備したTACの小委員会に感謝の意を表する。この

小委員会はヨーク博士を委員長とし，ピット博士，ナヘル氏によって構成された。また，

オディアンボ氏，ァーノルド博士の両名が後から参加し，最終原稿の作成に貢献した。

TAC委員長 アレックス・マッカラ
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翠約

CGIARの主要な目的は当初より発展途上国における食糧生産を増加させることであ

り，これまで支援してきた仕事の多くは将来の世代のために生産を持続することに関係し

てきた。

CGIARの優先順位と将来戦略の研究において， 「持続的 (Sustainable)」 という

表現を組織の計画目標に含めるべぎであり，センターの将来的任務において持続的な生産

システムを強調すべきであると TACは勧告した。この報告書の中で, TACは持続性を

脅かしている状況を調査し，国際研究がより効果的に行われる方法に関して検討したうえ

で，センターの将来の研究についての勧告を行っている。

持続性に関する TACの定義

持続性の辞書の定義は， 「継続的に努力し続けながら，倒れないように持ちこたえる能

ヵ；である。このような定義によれば，一定の生産力水準を保っことができる限りその農

業システムは持続的 (Sustainable)であると言えることになる。

これは持続性に関する静的な概念である。しかし，持続性は動的な概念で取扱うべきで

あり，着実に増加を続けている人口と需要の変化への対応も含める必要がある。静的な意

味では，多くの伝統的な農業生産システムは，数世紀にわたって生産が継続的でしかも安

定性を保つ能力があったという意味で持続的であった。しかし，人口増加と需要の変化に

よって，生産システムの変更が強制され，自然資源の浪費が進行してきている。

このような意味から，持続的な農業は，人類の需要の変化を満たしながら農業資源を上

手に管理することと，環境の質を維持・向上させ自然資源を保存することを含むべきであ

る。

農 業生痒の重力F可

このように特徴づけてみると，持続性とは農業生産の過去および現状の動向に基づいて

考えるべきものである。

発展途上国における食糧生産という観点から見れば， 19 5 0年から 19 8 0年にかけ

ての 30年という期問は非常に良い状態であったようにみえる。この期間，第三世界の食

糧生産は，実質成長率年 3%で増加した。このため発展途上国の一人当たり食糧生産量も

改善され，この間に人口増が急激であったにもかかわらず食糧生産は実質 0. 6%増加し

た。

食糧生産の拡大におけるこの著しい進歩にもかかわらず，さらに進んだ改善の要求がな

されている。アフリカでは食糧の不足が危機的状況にあり，一人当たりの食糧生産量は最

近の 25年間でほぼ 20%も減少してきている。さらに，発展途上国における一人当たり
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の食糧生産量が全体としては増加したにも らず の半数ぱ健康で活動的な生活

に必要な最低限のエネルギー量に見合う食事を摂取することができないていろ。し

て，生産の増加と同様に収入の増加が必要なのである。

食糧増 産 を続けることの難しさ

つ

近い将来において．発展途上国で過去 20--30年の間に実現したような食糧生産量の

増加の割合を保っことは不可能とはいわないまでもぎわめて困難である。例えば，録の革

命による恩恵を受けた地域で，ここ数十年間で生じたようなコメとコムギの増産を将来も

享受し続けることができるとは考え難い。さらに，コメとコムギにおける録の革命による

恩恵をまだ享受していない地域へ普及させることも非常に困難であろ,:,緑の革命によって

食糧増産を続けることの困難さに加えて，まだ解決方法が見つかっていない多くの増産制

限要因があり，持続的な生産の実現を非常に困難なものとしていろ。

人口瑾文JO

地球的規模でみれば，農業は毎年新たに 8千万....,_,1億人を養うよう生産を拡大する必要

がある。この問題は，人口増加の約 90%が発展途上国で起こっているという事実によっ

てさらに難しいものとなっている

人口の増加にともなって農地面積が増加しているが，その一方で土地を農業生産以外の

目的で利用することも増えている。さらに，食糧需要の増加に対応するように農業生産を

拡大することは持続的な生産にとって不可欠であるが，しばしば深刻な環境上の結果をも

たらすような自然資源への圧力を増やすことにもなっていろ 0

土地利用の制限

生産的な農地面積を拡大しうる見込は．生態的環境，社会経済的環境および人口の状況

によって異なる。したがって，多くの国々での農産物に対する需要の増加は，新しい地域

への農地拡大よりも，むしろ農地の集約的な利用によって満たすほうが確実である。

玲鱗 性 の法：牢翠四

生年システム

持続力 (Sustainability) はすべての生産システムの基をなす生物的，物理的，および

社会経済的な要因の複合的な相互作用によって決定される。したがって．総合的な研究を

行うためには現在の研究方法を改良し，より適切な新しぃ研究方法を開発すろことが必要

である。例えば，研究対象がアグロフォレストリーのように，複雑なシステムの構成要素
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が時閻的・空間的に関連している場合，その生産力や病害虫防除の新たな可能性などを研

究するための新たな方法論が必要である。

生物学的決 定要因

遣伝資源の保存についての什事を継続することは持続性の将来にとって不可欠である。

すたれた作物の品種や動物の系統を保存することも将来の育種計画の成功のためには絶対

に欠くことはできない。動植物の野生種を現地で保存することに関心を払うよう各国の当

局者に督励すべきである。

急速に増加する人口に対する需要に応ずるとすれば，準位面積およひ涅位時間当たりの

収量を十分に増加しなくてはならない。このような集約的な生産は害虫の発生を促し，通

切な防除が行われなければ，生産を深刻なまでに阻害する。変異の幅は大ぎいが，害虫の

被害によって主要食糧作物の生産量の約 35%が圃場で損失しているとみられている。こ

れは発展途上国で生じている最大の損失てあろ。

長期閻にわたる病虫害の制御は，殺虫剤の有効性が失われること（リサージェンス）や

病原菌の突然変異による宿主植物の抵抗性の喪失により危機にさらされている。従来の防

除水準を保っための研究は持続性を達成するために重要である。

家畜生産における持続性の達成は，病虫害を防除するための方法の改善や，飼料の栄養

改善に依存している c, 過放牧を避けるために，飼料作物と家畜とのバランスのとれた生産

システムが要求されている。

物質的決定要因

土填 持続的な農業を達成するための資源として土壌ほど大切なものはない。

堆は必須な養分を含み，植物の成長に必要な水分を蓄え，植物の成長のための媒体を提供

している。

土壌侵食はすでに世界の一部では深刻な問題となっており，多くの地域では風化によっ

て新しい土填が生成される量．以上に損失の量が大きくな-~ている。このような現象の発生

によって，土壌は実質的に徐々に破壊され，更新し得ろ資源が更新不可能なものに変化し

ている。侵食による表土の損失は，肥沃度の低下と土壌物理性の劣化を生ずる(, このこと

は水の流失屋を増し，土壌の保水性を低下させ，生産の減少と結びつく。それに加えて人

口圧は土壌の生産力を保っことを困難にしている。薪の供給が減少するにしたがって，多

くの地域では人口増加にともなって燃料を作物残泊と動物の排泄物に依存するようになり

つつあ互その結果．土壌侵食を制御し水の急激な流出を防ぎ，養分や有機物を補充する

ためにこれらの資材を利用することか少なくなってきている。
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ズド 地球的規模でみると，農業は蓄積した保存水の主要な利用者である。有史以来，

灌漑は農家が作物に対して適時に安定的に水を供給するために利用されてきた。 19 5 0 

年代と 19 6 0年代に，灌漑地域は年約4%の割合で拡大したが， 19 8 0年代の初めま

でに増加の割合は 1%以下に減少してきた。化石水や補給可能な帯水層の過剰利用などを

含む水の非持続的な利用が世界中の多くの農業地帯で起こっている。灌漑水はしばしば非

効率的に用いられ，作物が必要とする以上の水が運ばれ用いられている。さらに，灌漑技

術の乏しいことが滞水や塩化作用またはこの両方による土壌劣化の問題を起こしている。

農業が降雨（天水）に依存する発展途上国の広大な地域にとって，降雨を効果的に利用す

ろことは灌漑水の場合と同様に重要である。天水農業にとって土壌と水の不適切な管理は

土壊劣化の主要な原因の一つである。

大気 人類の活動の多くは空気中に有害な気体を放出している。そのうちのあろ

ものは酸性雨を起こし，他のものはオゾン層を破塘し地表への紫外線放射を増している。

化石燃料や木材の燃焼によって炭酸ガス濃度が高まり，温暖化傾向ゃ降水分布の予測もし

なかったような変化，さらに極地の氷の溶解や海水温度の上昇がもたらされている。これ

らの変化の詳細な効果は予開が困難であるが，少なくともこれらのうちのいくつかは農業

生産の持続性にとって地域的にあるいは全地球的な規模で悪影響を与えるとみられる。

厄瞼なィヒこ芦牛勿屑迂 工業とその製品は多種多様な化学物質を環境中に放出

している。その多くは有害となり得るものである。近代農業で用いられている莫大な量の

化学物質類も危険性がある。それは，誤用されうるし，土壌中に有害物質（例えばリン鉱

石の残泊中に含まれるカドミュウムのように）を蓄積するからである。土壌毒性の問題は

ある種の土壊型に広くみられ，また塩化作用は多くの灌漑計画にとって危険なものとなっ

ている。

ユネ Jl-・ キ，~一ー 移動耕作などの伝統的な農法は，肥沃さを保っために土地の

一部だけしか耕地として利用しないために持続的となってきた。エネルギー効率は 1より

かなり低い。轟収量生産方式は現在多くのエネルギーを用いているが，ェネルギー効率を

改善できる可能性はある。耕地を拡大するのではなく単位面積あたりの収量を上げて農産

物需要の拡大に応えることによって，更新不能の資源（石油）が他の資源（土地）に替え

られることになる。近い将来，持続性 (Sustainability) に関連して，石油を節約して地

力を劣化させるよりも，むしろ，石油を使って地力を維持すべぎであるという考え方が論

議の対象とされよう。
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社会経済 的 および法的な決定要因

持続性を達成するためには活力のある農業の発展が必要なのだが受それは椰市に偏っ

開発戦略のために妨げられがちである。農業は，経済の再生産構造において中心的位置を

占めることを正当化するような政治的な支援と同様に，行財政的な資源を利用する機会も

奪われている。このため，農民は短期的な収入を得るような方法を用いざるをえず，環境

を悪化させ，自然資源を保存するために必要な投資は魅力のないものとなってきている。

多くの発展途上国では，弱体な社会的基盤が投入資材と農産物の流通にとって大きな制

約条件となっている。社会的基盤の開発はこれらの制約を取り除くことに役立ち，比較的

恵まれた地域における生産をさらに強化し，脆弱な環境における生産の障害を減少してい

る。多くの事例でみると，持続性の達成には，種子，肥料，農薬．，農具および機賊などの

購入資材の利用が必要であるにもかかわらず，これらの資材の価格は扁く，信用制度も欠

けていろ。このため，乏しい社会的基盤とあいまって，これらの資材を手に入れることは

困難となっている。

効果的な農業研究，普及および教育計画の発展が持続性の達成にとって不可欠である。

このような投資は高い財政的な利益を生むにもかかわらず，多くの発展途上国ではその投

資に必要な資金が不足している。このため，持続性という目標を達成するために必要な人

的資源は不足しがちである。

自然資源を保ち，土地の生産力を保っための投資を生産者に躊躇させるような土地保有

制度は農業の発展と持続性の達成を阻害している。さらに，多くの国には土地利用を制御

し，森林と放牧地を無差別な開発から守るための適切な法律と規制が不足している。

持続性関連研究に対する国際研究センタ の亘司南犬

TACはすべての国際農業研究センターに対し持続性に関連した最近の研究についての

情報を提供するように求めた。その情報は追縁に要約されている。第 3章は持続性のさま

ざまな決定要因について最近行われている広範囲な研究の事例を示している。

CGIAR組織内の持続性関連研究についての戦略

農業生産における持続性を現実のものにするためには，それを脅かしている制約を軽減

するだけではなく，生産力向上に主要な研究活動を振り向けなければならない。 TACは

この問題に関して，すべての関係機関において最も高い便先順位を受けるようなタイムり一

で実行可能な解決策を見つけ出そうと考えている，こ9

しかし，持続性の達成を制約する事情の多くは， CGIARだけあろいは農業研究だけ

によって解決することはできない。問題の矢面に立たなくてはならないのは各国の政府や
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開発機関であり，それらが係わることによって初めて持続性の達成が具体化するのである。

このように持続性の最終的な達成は政府の参画に依存しているが，成果を挙げろためには

研究の継続が不可欠であり，国際研究機関は国別の農業研究組織と同様に持続性に関係す

る視点を強調し，計画を絶えずチェックする必要がある。

CGIARの資源は農業研究に対する世界全体の支出の中で相対的に小さいが，各セン

ターは他の研究所に対して大きな影響を与えることができる。さらしこ， CGIAR組織を

支えろ資金拠出国や国際金融機関などは持続性に注目しており，各国政府と関係研究機関

が持続性に轟い優先順位を与えることを勧めている。

各センターによって行われている仕事の多くはすでに多少なりとも持続性に関係してい

る。そこで今後問題とすべきことは，各センターが農業を持続的なものにするような仕事

をするかどうかではなく，それに関してより多くの研究をすべぎであるか，研究の重点を

変えるべきか，さらに研究手法の再構築が必要であるかどうかということである。

持続性の見通しのある研究

TACは持続性に関する研究を個々に分離した活動とはみなしていない。むしろ，持続

性への関心は研究手法そのものに反映されるべきである。 TACは，農業の技術革新を起

こすために計画される研究は持続性の見通しをもって実行されるべきであると勧告してい

る。 TACはさらに，その戦略的計画の定式化や改訂の際に持続性の見通しを含めるよう

に提案している。

叩究の／ゞラン-~

生産力研究は資源管理の多様な面を含んでいるため，多くの専門分野が適切なバランス

を保つようにされなくてはならない。例えば，育種分野は持続性に多くの貢献をすろこと

ができるが，だからといって他の分野の研究が無視される程の支配的な位置が計画上で与

えられるべきではない。

TACは各センターがその生産力研究におけるバランスについて再検討するよう勧告す

る。持続性という観点からすれば，例えそれが各センターの担当する研究分野にとって本

質的ではないとしても，資源管理の問題に多くの注意が向けられることが望まれる。

各センターは自然的・社会経済的環境の視点を堀り下げることを制限されるべきではな

く，また特定品目の持続的な生産の研究に特化すべきではない。したがって， TACはC

GIAR組織内での大きな再編成の必要を認めてはいないが，研究の重点を変化させるこ

とが各研究所間の共同研究と同様に今後ますます必要となってくるだろう。
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短期的叫ひ長期的目標

持続的な農業の目 ろ 応ずろことてあるとすれば、研究は明らか

に短期および長期の要求に応えなくてはならない。しかし，同時に各センターは環境の安

定が短期的な利益のために犠牲にされてはならないとすろ原則を堅持すへきである。短期

的な要求に応えながらも長期的な要求に応えうる能力を維持し扁めて行く技術の開発を目

標とすべきである。

扱望資の水準

各センターは持続性の要求に一致させながら，購入資材の低い利用水準の下て生産力を

最適にするような研究を強調すべきであろと TACは考えている。低い生産力水準からよ

り高い生産力水準に向けて徐々に発展させることを目標にすべぎであり，持続性を保証す

るためには購入資材の投入水準を徐々に高めろ必要があろかもしれない。いずれにせよ，

すべての水準において，投入効率をできろだけ高めることを目標とすべきである。

希少資源をより有効に利用するために育成された新品種は，養分が有機質肥料や植物残

洒として再利用されるか，あるいは化学肥料で補給されなければ地力収奪の問題を一層ひ

どくする。しかし，養分の要求量は作物によりまた生産方式によって大きく異なる。例え

ば，キャッサバては適切な管理をすれば外部からの投入量は非常に低い水準で持続的であ

る。

各セン々ーはその研究計画で低投入農法を強化することを検討し，適切と認められる場

所でそれを普及すべきである。同時に，持続性の見通しを立てるために，低投入農法に関

する研究手法について再検討すべぎである。

先進工業国における持続性についての一般の関心は轟い水準での資材投入量から生じて

いる。しかし，高収量生産方式がなげれば，増加しつつある世界人口の食糧需要に応ずる

ことは不可能となり，より多くのしかもより不適な土地が耕地化され，現在ある自然生態

系か破懐されることになる。

TACは工業資材を高い水準で利用することは持続性にとって重要な頁献をなしている

と考え，扁い水準の投入量によろ齢収量生産方式やその関連政策問題を CGIARの各セ

ンターの研究計画に含めるよう勧告する。しかし， TACは先進工業国で行われている研

究との重複を避けるために，持続性に関すろ研究を選択するように提案している。

持続性と公平 さ

TACは，各セン々ーか恵まれない地域でも適用しうる技術ti)開発を重視すべきである

とした初期の勧告を再確認する。加えて， TACは持続性という面からこれらの技術を評
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価する際には，その適用地域で展開されつつある農業政策を徹底的に分析することを強調

する。

農業生産シネ テム の改善

伝統的な生産方式の原理を無視したり，ある環境下では適切であることから他の環境下

でも適切であると仮定するような考え方は危険性が扁い。

TACは各センターが健全な生態的原理と資源保存に基づいた集約的な生産方式の分野

の研究を続けるよう勧める。条件が整えば，この仕事はアグロフォレストリーの分野を

むべきである。

生牝ニr:~の~zi云

各センターは，生物科学の進歩から生みだされた新しい技術が持続性と生産力に関する

研究にどのような貢献をすろかについて評価して行かなくてはなくてはならない。 TAC

は，生産研究に携わっていろ各センターが生物工学的な進歩のモニター機能をもっへきで

あり，その際，費用効率を潟めるような技術の利用を進めるべきだと考えている。

政策研究

政策研究は技術研究と密接に関連しながら， CGIAR組織のなかで特に重要な役割を

もつ。持続性に関する問題は技術的な解決手段を持っていない場合が多いが，その問題自

体は持続性に最も有利に働く選択を見出すための政策研究の対象となろ。優先順位と将来

戦略の検討において， TACは政策研究所を増加させるよう強く勧告した。 TACはこの

勧告を再確認する。
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各国の農 業研究組織との関係

各センターは，各国の農業研究組織が持続性に轟い優先順位を与えるように働きかける

と同時に，それに関する研究能力を強化するのを効果的に援助することができる。

TACは，各国の農業研究組織が持続性の見通しを彼等の研究手法のなかに組み込むこ

とに轟い優先順位を与えことができるように各センターが支援することを勧告する。

研 f,謬

TACはさらに，各センターが各国の農業研究組織のニーズに合うように，研究手法と

の調和を図りながら，研修計画の中に持続性の見通しを入れることに高い優先順位を与え

るよう勧告する。

発 展途上国の役割

研究と研修に関して各国の組織に捉供する各センターの援助がどのようなものであろう

と，持続性の達成は最終的に発展途上国それ自身の貴任にかかっている。

CGIAR組織外の研究所との協力

各センターが大規模かつ長期的に持続性に関する問題を解決して行くためには，共同研

究を効果的に行う必要性が増してきている。そのような研究協力は各国の組織や各センター

閻だけではなく， CGIAR組織以外の各研究所との閻でも行われるべきである。

TACは，各センターが持続性に関する研究強化という観点から民間の研究機関を含め

た外部の研究所との協力関係を発展させ続けることを勧告する。

研究 ニー ズと関連資源

各センターおよび各国の農業研究組織ぱ，すでに持続性に関係した問題の解決のために

重要な貢献をしてきたが，現在の研究活動はトータルとして見て十分であるとは言えない。

持続性の達成の障害となっている深刻な問題とその解決の助けとなる研究の緊急性から

見て，各センターか予算配分において持続性に与えている優先順位を見直し適当な水準に

まで高めるように TACは勧告する。

必要とされる新たな研究の多くぱ環境保證と自然資源の保存に関係しているのであるか

ら，農業生産力に限定された研究に比べて拠出金の援助額を拡大する可能性が高いと TA

Cは考えていろ。 TACは，十分に構想の練られた持続性関連の新しい研究計画に資金を

向けるよう試みるセンターを支援することになるだろう。

持続性を制約している状況の多くは， CGIARに支持されている研究だけでは緩和さ
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れないだろうが， CGIARの構成員はその影響力によって関わりをもっ

さし迫った状況のもつ重大な意味を知らせることができる。 TACしま，

の人達に

農業の持続性

の問題が第三世界の発展と将来の地球の安全保障に大ぎく関わっていろことを提言してい

る。

TACは，国際的な資金拠出団体が発展途上国の政府と同様に度将来の資源の配分と

展方向を定める際に持続性の必要性を強調して行く重要な役割を果すものであると確信し

ている。

糸吉言命

TACは人口増加と資源保存を動的にとらえて持続性の特徴を示した。技術．経済，社

会，制度，政治的諸要因，あるいはそれらのうちのいくつかの組合せからなる持続的な農

業生産に対する障害を取り除く方法を見出すことこそが現在われわれが直面していろ共通

の課題である。

この課題への取り組みの重要な部分を国際農業研究センターが握っている。それらの研

究機関は人類の未来に大きな影醤を与える深刻な問題の解決策を見つけることがでぎると

いう意味において，地球共同体に対してかつてない貢献を行う機会が与えられていると言

えるのである。
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第 1章持続 的 農 業 生 産 の必要性

1 • 1 序文

地球的規模で見れば，第二次世界大戦以前の農業生産の増加の多くは水平的拡大，すな

わちより多くの土地を耕地化することによってもたらされた。例えば， 19世紀には農業

は地理的に莫大な拡張をみた。南北アメリカ，ォーストラリア，アジアおよびアフリカで

新たに広大な耕地が切り開かれた。灌漑方式の改良によってインド亜大陸や他のアジア地

域で大規模な耕地化がみられた。このような地理的な拡大によって，着実に増加し続けた

食糧需要を満たすことが可能となった。しかし，この半世紀の間に，新たに土地が耕地化

する割合は著しく減少している。例えば 19 5 0年代では年 1%の割合で耕地が拡大した

が， 19 7 0年代では 0. 3%にすぎない(1)。したがって，食糧と他の農産物の今後の

増加の多くしま垂直的拡大，すなわち既存の農地での生産力の上昇から得なくてはならない。

過去20-3 0年間に地域によっては農業生産の著しい増加が得られたが，地球的規模

ではそのような増加は容易には維持できないという懸念が増加してきている。したがって，

増加しつづける世界の食糧需要に応えることがますます困難になろう。

1 • 2 持続性に ついての CGIARの関心

CGIARの本来的な目標は，発展途上国の食糧生産を増大させることである。またC

GIARが援助した仕事の多くしま，未来の世代が必要とする生産を維持することに関係し

てきた。 CGIARの優先順位と将来戦略に関する最近の研究(2)では， TACは「sus-

tainable」という言葉を組織目標の声明書に含め，各センターが持続性に力点をおくよう

強く勧告した。さらに各センターの成果と可能性についての総合的研究（「影響力研究」）

においても持続性を生産の安定と同様に，特に湿潤熱帯地方では，成果の基準とすべきで

あると勧告した。

1 9 8 6年5月の会謡で， CGIARは一連の勧告を注記し，各センターが課せられた

挑戦にいかに対応するかに関心を示した。この中でCGIARは，生産の基礎を失った地

域の再生に関心をもつべきであり，そのために土壌，水，森林，それに灌木などの主要な

環境要因の相互関係を取扱っている CGIARの各センターの研究と非CGIAR系の各

センター間の協力関係が重要であるという点を強調した。

これに対して， TACは持続性に関係した勧告がどのようにすれば実行できるかという

ことを調べるよう求められたのである。このため，本報告書の第 1, 2章では地球的規模

の問題を明確にし，第 3章では国際農業研究を通してすでになされた貢献を概観し，そし

て第4章では持続性を進展させるためのCGIAR組織内での戦略を勧告している。
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1 • 3 持続性 (Susta rnabi l ity)の概念と自標

オックスフォードの英語辞典では，持続性は r継続的に努力し続けながら衰退しないよ

うに持ちこたえろ能力」となっている。その定義に従えば，農業生産体系は産出量か現状

の水準を保つことができる限りにおいて持続的 (Sustainable)であろといえる。これは静

態的な概念である。しかし，持続性は動態的な概念で取扱うべきであり，特に着実な人口

増加にともなう食糧需要の変化を反映すべきである。静態的な意味では，伝統的な慣行農

業生産体系の多くは数世紀にわたって安定した生産力水準を継続的に保持すろ能力をもっ

ていたという点で持続的であった。しかし，人口増加によろ食糧需要と嗜好の変化は土地

利用を変化させ，自然資源の浪費をもたらし，持続的でないものへと農法を変化させてぎ

た。持続的な農業の目標は，環境の悪化をもたらさずに世界人口の増加に応ずろのに必要

な水準で生産を維持することであり，農民に収入をもたらす適切な政簑を推進すろことと，

自然資源を保存することに深く関わっていろ。

このような状況の中で，.環境の質を維持・向上させ，自然資源を保存しながら変化しつ

つある人類の需要を満たすために持続的な農業は資源を適切に管理するものでなければな

らない。

上記の表現を説明すれば以下の通りである。

A)「適切に」ということは，生産方式が適切な収入を生み出し，経済的に実行可能で社会

的にも受けいれられるということを包含している。

B)「管理」とは政府から個別生産者までのすべての段階でなされろものを指し，農業に影

響を与える政策決定を含む。

C)「資源」とは農業分野以外からの投入資材と工業品目（例えば，農薬，機械など）を含

む。

D)「変化しつつある人類の需要」とは，ある特定の時問（，て）範囲に限定するものではなく継

続的な辰開を示すものである。

E) : 環境の質を維持する」とは，環境の変化あろいは自然資源の利用が変化しつつあろ需

要に対応できろ能力を脅かすべきでないこと，また，必要とされる生産が自然生態系を

不必要こ損なわないことを示している。

このように持続性の特徽を描き出すことによ-って， r資源管理」という用語により広い

意味を与えることができろ。資源管理に関する研究ぱ，肥料や農薬のような購入資材に関

する研究を含んでいる。この意味で]資源管理」を用いることによって，さまざまな意味

をもっためあいまいで誤解を生みやすい万要因研究；という用語ぱ必要なくなろ。したがっ

て， TACは「要因研究」という語句を CGIARの用語集から除き， 「資源管理」とい

う表現におきかえることを提案すろ。より明確な規定が求められる場合にぱ， ―資源」は，
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「自然的」， 「工業的」， 「農業的」などに適当に再分割され得ろ。 TACは将来の討論

を容易にすろためにこのような用語の調整を提案している。

持続性の特徴をこのように幅広く捉えることによって，各分野の責任領域にどう境界線

を引くのか，またどのように持続性の成果を評価し監視するのかという疑問が生じている。

この両方の疑問に答えるためには，広義の持続性概念をさまざまな段階において考慮し，

それぞれの固有の特徴や要素にかみくだく必要がある。

表 1(ま錯綜した広義の持続性概念を主要な特激と要素によって 4つのレベルに分けて示

している。各要素については第 2章に記述してあり，持続性を評価する基準については第

4章で簡洋に論じていろ。

持続性は安定性と明確に区別すべきである。安定性は一般的にいえば， 「環境の安定性」

のように，変化が限定的であるということを意味している。また，それは「収量の安定性」

のように限られた幅の中での変動を意味していろ。しかし，環境の変化によって収量は不

安定であっても持続的 (Sustainable)でありうる。

持続性はまた生産力からも区別すべきである。生産力を適切な水準に保っことは持続性

にとって必要ではあるが，持続性の達成のためにはそれだけで十分であるとはいえない。

この報告書で用いている「持続性」という用語は，農業だけでなく林業，漁業，水産養

殖などの自然環境に依存するすべての生産方式に適用される。以上のように持続性の広義

の概念を規定したうえで，この報告書では農業とアグロフォレストリー，すなわち作物栽

培，畜産，園芸および森林を含む生産方式について最大の関心をもっている。

1 • 4 環 域 の 思 ィヒと玲続・匠

環境と開発に関する世界委員会の報告書(3)に反映されていろように，農業の持続性に

関する世界的関心の蒻まりしま，環境の悪化に作用する多くの要因と関連して生じている。

需要の増加に応じるために伝統的な農法を集約化すろことによって，土壌侵食，塩類集積，

冠水，帯水層の汚染などの環境の悪化がもたらされている。これらの諸問題を理解するた

めには，生態学的な原則が基本となる (4)。

最近の関連文献の多くでは，化学物質の投入は悪いことであり，生物的資材の投入は良

いことであり，それに常に低投入 (Low Input)が望ましいということをアプリオリに了

解していろようである。しかし，農業のやり方が本質的に善，悪あろいは適切であるとい

う見方は決して合理的ではない。ある特定の農法が適切であろかどうかという判断は，そ

の農法が適用される農業生態的および社会経済的な状況によって決定されるのである。も

し，あろ農法が長期間の農業生産の持続性を達成することができるならば，その農法は環

境をこれ以上悪化させないだけでなく，農業生産力を蒻めることにも貢献することになる

だろう。
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1 • 5 言程主がネ専，言佳がらた：い，言佳：が5芝主ムうの

持続性は地球的規模の問題ではあるが，持続性に影醤すろ環境の悪化はしばしば地域的

な活動から生ずる。個別農家は，彼自身には有益であろが他の人にとっては有害である

動を選択するかもしれない。さらに，ある地域における森林破懐や過放牧のような環境破

懐によって，どこか別の地域て貯水i也の沈泥や河川の氾濫といった問題が引き起こされる

かもしれない。例えば，工業による環境汚染の結果としてもたらされる酸性雨が，汚染の

発生源から遠く隔った地域の持続性に悪影醤を与えるという現象に見られるように，あろ

国の行動が他の国の自然資源に対して悪影響をもたらすかもしれないのである。それに関

連して，持続性に影響する問題を回避したり正したりすろ努力に対して誰が支払うべきか

という疑問が生じる。例えば，各種の土壌保全の成果はすぐには明らかにはならないだろ

う。農家はこの手段の費用のすべてを支払うべぎだろうか。あるいはその費用は未来への

投資として，社会のすべての構成員が負担すべきだろうか。現在，いくつかの国では政府

が農家によって行われた保全手段の費用を補助しているが，将来それは世界中で適用され

るようになるかもしれない。

1 • 6 専 1犬と1守冴←への芸き考ご

これから先の議論は，将来の利用のために資源を保存すべきか，それとも現在の必要に

応じて資源開発をすべきかという選択に艘れることになる。

農家を含むすべての社会構成員は各々の意思と状況に応じてこのジレンマに対応してい

る。科学がさまざまなにニーズに先行して代替資源を提供するだろうという予測に立脚し

て燃料や水などの化石資源の開発を認めている者もおり，必要性から自然資源の開発を正

当化している者もいる。問題は複雑であり，農家や政府の態度が重大な意味をもっている。

非常に限られた資源しかない自給農家は通常きわめて短期間の計画しかもっていない。

彼らは人口圧におされて土壌を浪費し，生産力の劣化を導き，栄養失調と短命化をまねい

ている。一般に，収入が増加する例外的な場合にだけ，長期間の利益と持続性が意思決定

の過程で注目される。

発展途上国の政府は同様の問題に直面している。その侵先順位はしばしば予算と歳出の

均衡との関連で短期的な制約を受けていろ。未来に向かっての適切な備えは緊急的な必要

性によって阻まれ，国家的な繁栄が達成されるまで持続性の問題は農家自身にまかされて

いる。
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1嬌 7 : 外部賓諏 の 設 入

さまざまな農業生産システムは，外部投入資材の利用の程度によって分類することがで

きる。その一方の端にはこくわずかな外部資材しか投入せず，最低限の生活の糧以上には

ほとんど生産しない伝統的な農法がある。例外はあるが，このような「閉鎖系」の生産シ

ステム (5)の多くはこ、｀く低い水準の均衡状態で行われ，低い人口密度しか維持できない。

伝統的な農民はこのシステムを効果的に管理することに習熟しているが，外部資材に頼ら

なければその生産を増大させることは困難である。もし生産の増大が可能であるとしても

(6) , その割合は年 1%を越えることはない (7)。したがって，年平均 3%で需要が増加

する場合には，栽培面積を毎年2%づっ拡大することで需要を満たさなければならない。

休耕期間の短縮や放牧面積の拡大によってこのことがなされる場合には，閉鎖系の持続性

自体が脅かされることになる。

対照的に， 「開放系」の生産システムは自給のために必要な量をはるかに上回る生産を

行える。もし経済的に実行可能なら，その土地生産性は部市化による人口増加に応ずるに

十分な上昇が期待できる (8)。しかし，これらの開放系は，生産，維持および利用のため

に化石エネルギーなどの外部投入資材を必要とするし，これら資材の一部は環境にとって

有害となる。生態系と調和しながら経済的利益を得るという観点からこれら外部投入資材

を最適に利用できるようにする研究と普及が必要である。

長期的な考え方より短期的な考えかたが支配的になると，開放系を支える生態系の崩懐

がもたらされろかもしれない。しかし，このような場合に閉鎖系の生産システムに依存し

たとしても，生態系を破製しながらますます農業にとって不適な土地に生産を拡大するこ

とによって農産物に対すろ需要の増加を満たすことになるから，生態系にさらに危険な結

果をもたらす恐れがある。

1 • 8 異な る 環境下での生産力

今後は新たに耕地化できる土地は相対的に少ないために，食糧に対する需要の増加は大

部分は生産の集約化によって対応しなくてはならない。このことは，恵まれた環境の下で

はより容易に達成できるであろう。確かに，必要な資源と恵まれた環境さえ与えられれば，

近い将来に世界の人口に対して十分な食物を生産することができよう。

しかし，公平な分配の問題は簡洋には解決されないだろうし，必要とされる規模での人

口の移動は社会的にも政治的にも受け入れ不可能である。したがって，生産の増加の大部

分は，持続的な農業の達成に関係するすべての者に大きな課題を残しながら環境に恵まれ

ない地域から生じるに違いない。
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し 9 森木木資諒と放牧地

これらの恐れは，さらに森林と放牧地の開発にも影響を与えていろ。世界の人ロ一人当

たりの伐採木材量は， 19 6 4年に頂点に達し，それ以来 11%低下したと推定されてい

る(9)。しかし， FAOの報告によれば，木材の長期的な供給見通しは工業用木材と燃料

用木材とでは全く異なっている (10)。

世界の森林は 20 0 0年までは再生産可能なレベルで工業用木材需要に応ずることがで

ぎるとみられるが，燃料用木材に対する見通しについては十分な警戒が必要である。発展

途上国では推定 2億 5千万人が薪不足の地域に居住している。 19 7 9年に，薪の消費量

は推定 13億m3であり，不足量は 1億m3と推定されていた。現在の消費水準から推定すろ

と， 20 0 0年には必要量は 26億面に増加すると見込まれるが，資源の枯渇によって全

生産量はおよそ 15億面にとどまり，全体で約 10億面の薪が不足することになる。この

ため，他の燃料資源に対すろ要求が潟まっている (10)。

薪の不足は，それ自体非常に深刻な問題であろが，さらに森林や灌木の消失による環境

への悪影響の改善策が確立できなければ，環境破懐がさらに進行することになる。

森林による被覆は土壌を保全し流出や侵食を抑制すると同時に，貴重な水を保つという

点で持続性には特に重要である。過放牧によって土地の覆いを取りさることは，森林消失

と同様に，土壌を侵食しやすくし肥沃度を減ずる効果をもつ。広範囲な草地の劣化しま，家

畜数が人口と同じ速さで増加しているアフリカでは顕著である。 19 5 0年には人口が 2

億 1千 9百万人であったのに対して家畜は推定 2億 9千 5百万頭であった。 19 8 3年ま

でに，この数字はそれぞれ人口 5億 1千 5百万人，家畜 5億 2千 1百万頭に増加した (11)。

1 9 8 4年のFAO報告は，アフリカ南部の 9ヶ国では過放牧の状態にあることを示し

た。地域によっては，可能な受容量をかなり上まわって家畜が存在していることを示した。

この報告では，過放牧が土壊の劣化を導き，現行の受容量をさらに低下させ，場合によっ

ては侵食の原因となって劣化の周期を短縮していると結論づけている (12)。

1 • 1 0 石少深ィヒ

土壌劣化の最終的な結果とみなすことができる砂漠化の定義は「土地の生態的活力を減

少あるいは破壊させ，最終的に砂漠に導くことが予測される過程」である (13)。この過程

は生態系の広範な悪化をもたらし，動植物生産に必要な生態的活力を奪うことになる。

1 9 7 7年の地昧砂漠化に関すろ国連の会議では，砂漠化か地昧人口の 15%を含む世

界の 3分の 1の地域で生産力に脅威を与えていろと結論した。環境と開発に関する世界委

員会は，地球の耕地面積の約 29%は，ある程度の砂漠化の状態にあり， 6%は「極端に

ひどい砂漠化」の状態にあると区分した (14)。
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砂漠化ぱ気候の変化と人類活動の産物であるといわれている (15)。例えば，サヘル地方

における砂漠化は，この両者の変化が驚異的に加速されている過程として捉えることがで

きる。また，乾燥地帯での砂漠化と湿潤な地帯での土壌劣化と侵食によって起きる砂漠化

との区別もなされている (16)。耕地は湿潤な地域でも不毛化していろ。砂漢化という用語

は乾燥という意味をもっため混同されやすいが，この両方の型はともに砂漠化面積の推定

値に含まれている。

アフリカで砂漠化の影響を受けていろ面積の推定値は 2%から 22%まで幅がある。 F

AOは，この大きな幅は複雑で動的な砂漢化の過程を単純化して捉えることから生じてい

るとしている。この複雑さを認識し砂漠化の社会的原因と物理的兆候を考慮しなければ，

砂漠化を制御する試みは失敗する (16)。しかし，解決法が実行されるまでに，急速に増加

している世界の砂漠化地域ではここ数年先の農業の持続性に深刻な問題が生じろだろう。

1 • 1 1 農業生痒の重力roJ
この報告書で定義した概念が受け入れられるならば，生産の動向と持続性とは相互に関

連し合っているのだから一緒に考慮されなければならない。

2 0世紀の半ばまで，世界の主要な発展途上地域であるアジア，アフリカそれにラテン

アメリカは穀物の純輸出国であった。 19 5 0年代の初期でさえ，多くの発展途上国は依

然として食糧の純輸出国であった。しかし， 19 8 0年には，アフリカ，アジアそれにラ

テンアメリカは穀物の主要な輸入国となった。これらの地域の中で，純輸出国として残っ

ていろのはアルゼンチン，タイ，南アフリカだけである。国内生産は減少したわけではな

かった。アジアとラテンアメリカでは人ロ一人当たりの生産量は増加しているのである。

穀物粕入の増加は，国内生産では応じきれない需要の増加を反映している。

このような輸入は，部分的に農産物輸出の増加から得られた実質所得の増加によって可

能になった。しかし，最近の世界的な不景気と発展途上国の輸出農産物に対すろ需要の停

滞によって，農産物の国際交易は衰退し，その結果 19 8 0年代中期には発展途上国は全

体として農産物の純輸入国となった (1)。

統計によれば， 19 5 0年から 19 8 0年の 30年間の発展途上国における食糧生産は

きわめて良好であったようにみえる。この期間に，第三世界における食物生産量は年3%

づっ成長し，急速な人口の増加にもかかわらず一人当たりの食糧生産量は年0.6%づつ増加

した。しかし，アフリカだけは一人当たりの食糧生産量が年0.6%減少した (1)。

この四半世紀の間に，アジアとラテンアメリカでの緑の革命がなかったとしたら，両地

域ともアフリカで起こったのと同様な人ロ一人当たりの食糧生産の減少を経験したとみら
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れる。 CIMMYTとIR R Iで育成された品種をペースとして，国別計画で開発され

コムギとイネの改良品種に基づいた新しい農業生産方式の急速な拡大は，これらの地域で

の食糧生産に対して非常に大きな影響を与え，数億人の生活を変えた。

例えば，ィンドは 6年間で小麦の生産量を倍増したが，このような成果は歴史上他に例

がない。メキシコ，パキスタン，トルコ，ィンドネシア，フィリピン等の国々でも穀物生

産量が劇的に増加した (17)。 19 8 3年までに，発展途上国は小麦作付面積の半分と稲作

付面積の約60%がこれら作物の改良品種で占められるものと推定されている。現在，ラ

テンアメリカとインドでは小麦面積の約80%に，また中国では稲面積の 95%には改良

品種が作付けされている (18)。

しかし，アジアとラテンアメリカでこの四半世紀に達成された食糧増産の割合を維持す

ることは非常に難しいと考えられている。また，一人当たりの収入の増加にともなって食

糧需要の内容が高度化し，需要に対応する生産を行うことがますます困難になるとみられ

ている。アフリカでは，食糧増産はいくつかの要因によって阻止されているが，この中に

は研究と開発についての優先順位が硬直的に設定されていることも含まれている。例えば，

3つの主要な食用作物（根作物，ィモ類，デンプン質バナナ類）は自給食糧としての重要

さに見合った優先順位が与えられていない。将来，研究の優先順位は各国政府がどのよう

な政策を実行するかということ，また研究機関によって開発された革新技術が農家にどの

程度採用されるかということに基づいて設定されるべきである。この四半世紀の間に食糧

生産量が 20%も低下したアフリカでは食糧の不足は危機的であろ (16)。西暦2,000年まで

に，サハラ以南アフリカでは，人口増加のために食糧が 2億トン不足するであろうと考え

られている。さらに，一人当たり収入の増加が 1966........,77年の傾向を続けると仮定す

ろと， 2,000年に食糧の不足は3,600万トンになると考えられている (19)。

発展途上国における一人当たり食糧生産量の増加にもかかわらず，人口の約半分は健全

な生活のために最低限必要なエネルギー量さえ摂取することができずにいると推定されて

いる。さらに，西暦2,000年までにこの割合を減少できる見込みはほとんどなく，一人当た

りの収入の増加が 1966-----77年の傾向を続けるとすれば，発展途上諸国における食糧

生産は8,000万トン不足すると見込まれている (19)。

もう少し高いレベルの食糧需要に関して言えば，収穫後 (post-harvest)の損失が消費者

の食糧消費水準に大きく影響することがわかっている。したがって，農業生産の持続性を

達成するためにはこのような損失にも留意すべきである。
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1 • 1 2 需翠の拉左プこ

人口の増加，収入の上昇，それに都市化は将来の農産物需要を形成する主要な要因と

るだろう。地球的規模でみると，農業は毎年約 8 1億人の人口増加を賄うだけの生

産の拡大を行わなけ らない。この問題は，人口増加の約 90%が食糧の不足が既に

危機的な状態にある発展途上国で生じていることによって非常に深刻なものとなっている。

収入の増加は人口増加によって起きる需要増を加速している。世銀は人ロ一人当りの収

入が年 3%で増加すろことを予測し，人ロ一人当りの食糧需要が年 1. 5 %増えるとして

いる。収入の増加はまた食糧需要の内容に強く影醤する。収入が上れば，消費者の嗜好は

主要穀物から畜産物，果物や野菜，また容易に料理できる食物へと移ろ。そして，これら

のすべてのことが研究の優先順位に密接な関係をもつことになる。

都市化も食糧需要を形成する重要な要因のひとつであり，発展途上諸国では小麦と米の

消費拡大が都市化によって形成されている。予測によると， 2,000年までに発展途上地域の

全人口の約40%は都市で生活し，農業人口は全体の約 50%(こなろと見込まれている。

さらに， 2,025年までには，都市人口は全体の約 60%となり農業人口はさらに減少して約

3 5%となる。必然的に，残存する農村社会はその家族自身の需要を上回る生産をしなく

てはならなくなる。既にそのような状態にある先進諸国の事例を見ると，その生産にはか

なり多くの工業製品の投入が必要とされることになる。

持続性を脅かす環境の多くは，農産物に対する需要の急速な増加とその内容の変化によっ

て生じている。結局，持続性を高めるための試みは，需要が横這い状態にならなければ成

功する見込みはほとんどない。しかし，すでに骰子は投げられており，農業は拡大する需

要に応ずるために手に負えそうもない挑戦を強いられているのであろ。

1 • 1 3 需要を満たすための言者問題

1. 13. 1 土紺和m暉暉艮

耕地を開拓するために利用できる技術を用いれば，耕地の量は倍増できよう (7)。しか

し，農業生産に最も適する土地はすでに利用されており，これ以上の開拓ぱ大変な努力を

必要とするだけでなく，例えば酸性土壌やツェッェパェなどの特殊な問題を緩和するため

の手段も必要とする。このようにして達成されろ生産の増加は，最近の農業を特徴づけて

いる危険なほどの自然生態系の破漿を伴うことになろう。さらに，人口と土地資源の分布

は不均ーであり，需要が急増している地域に必ずしも開発可能な土地が存在しているわけ

ではない c，
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アフリカ大陸の場合，北アフリカでは未利用地はほとんどないし，東西アフリカは人口

増加に比べれば残る未利用地は少ない (22)。中央アフリカにだけは広大な未利用地があろ

が，人口密度は低く社会的甚盤が弱いうえに．土壌も脆弱で環境は人間も動物も病気に

りやすい劣悪なものである。

アジアの多くはすでに耕地に対する人口の割合が轟く，土地を耕地化し拡大する機会は

限られている。温帯および熱帯アメリカには，より生産的な利用ができる広大な土地がま

だ残されている。しかし，これらの多くは土壌肥沃度に問題があり，潜在的生産力が持続

的な方法で実現できるようにされる前に解決されなければならない。

これらの状況から見ると，多くの重要な農産物に対して無情にも増え続けている需要ヘ

の対応は，新たに土地を耕地化することよりもむしろ既存の耕地をより生産的で持続的に

することによってなされなければならない。原理的には，これは可能である。適切な技術

が開発され適用されれば，広大な地域の農地の土壌，水，気候条件が極度に悪いものでな

い限り，現在の水準の数倍以上に収量を増加させることができるであろう (7)。

1. 13. 2 瑾 奴 を 続 け る こ と の 美 佳しさ

作物および畜産物の収量は，世界の先進工業国では最近の 40年間に，また発展途上諸

国では最近の 20年間に急速に増加してきた。多くの基本的農産物は今世紀の第 3四半期

に増加したが，いくつかの農産物はすでに頂点に達している。例えば，一人当たりの木材

産出量は 19 6 4年に頂点に達し，それ以降 11%の低下を示している。また，一人当た

りの漁獲量は 19 7 0年以降 13%減少した (9)。同様の頒向が他の産品についても見ろ

ことができる。そして，アフリカでは人口の 40%が穀物収量が一世代前より低くなって

いる国々に生活していろ (11)。

また，資材の投入量を轟めても，生産物の収量が必ずしも堅実には維持できるとは限ら

ない。例えば，北タイのチェンマィ盆地では，農法を伝統的な慣行農法から集約農法に変

えたことによって，水稲の生産量が ha当たり 4トンから 7トンに増加した。しかし，石

灰や肥料を高い水準で投入し続けたにもかかわらず， 10年後には，収量は慣行農法の水

準に逆戻りしてしまった (23)。他にはパキスタンでの稲ー小麦輪作の例が挙げられる。そ

こでは資材投入を増加させ農家の管理技術を向上させたにもかかわらず，収量水準を維持

するのが困難になっている (24)。これらの諸問題は通常いくつかの新しい制瞑要因の出現，

例えば徴量要素の欠乏やネマトーダのような病害虫の発生によって生じている。これらの

問題は必ずしも解決できないものではないが，さらに堀り下げた研究を必要とし，また持

続性を達成するために必要なハードルの数を増やしている。
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ィネおよびコムギで())緑の革命を，自然に恵まれていない地域に拡大して行くことは困

難である。緑の革命によって最も利益を得ることができたのは，灌漑による恩恵を受け，

肥料や農薬を容易に入手でき，さらに市場アクセスが可能であった農民達である。辺境地

帯で天水条件の下で耕作しているような農民達にとってはそれらの購入資材を得る機会は

限られており，縁の革命による恩恵を享受することも難しかったのである。確かに，これ

らの地域でも収量を増加する可能性は大きいが，新たな農法による恩恵は緑の革命のよう

に爆発的な普及というプロセスをとらず，おそらく徐々に浸透して行くものと考えられろ

(25)。

さらに，発展途上地域の農民の多くはイネやコムギ以外の作物に依存しているが，これ

らは現在まであまり研究がなされていない。もし，それらの農民が必要な知識を容易に利

用できるようになれば，持続的な方法によって増収を得ることができるようになるだろう。

そのための新しい研究が必要とされており，それに対して各国際農業研究センターは実質

的な貢献をなすことができよう。例えそれに失敗したとしても，こ＇く近い将来の需要増加

に応えることはできるだろうが，長期的観点からすれば持続性を脅かすことになる農業生

産方式を用いることを農民に強要することになろう。

表 1 持続性の分析指標一覧

分析の次元 持続性の典型的な特徽（重複的） 典型的な要素

圃場／生産単位 生産性の高い作物および動物。土壌・水の保持。 土壌・水管理。病害虫の生物的防除。

動植物病害の減少。 有機質肥料，化学肥料，農薬，作物品種，

動物系統の利用。

農 場 農民の自覚。満たすべき経済的社会的 情報，外部投入資材，市場の獲得。

諸要求。自立的な生物生産方式。

国 家 社会的自覚。農業生態系と調和した開発。 農業開発政策。人口圧。農業教育。

資源の保存。 研究と普及。

地域／大陸／世界 自然環境の質。人類の幸福と平等を保つ機溝。 公害の制御，気候の安定性。交易条件。

国際的農業研究と開発。 分配。
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第 2章持続性の決定要 因

2 • 1 絲痣合的な研究方法 の必要性

農業生産の持続性は，すべての生産システムの基礎となっている生物的．物理的および

社会経済的要因の複合的な相互作用によって決定される。多様な性格を持つ農業生産それ

自体は持続的であるとも持続的でないともいえない。これらは持続性を扁めたり脅かした

りする自然環境的あるいは社会経済的な状況の変化に依存している。そこで自然環境と社

会経済の変化の原動力を理解することは農業の持続性を理解するための核心となる。

しかし，持続性の達成は結局のところ人々の態度に関わっている。教育や動機づけ，ぁ

るいは具体的な例証によって人々が持続性について関心をもつようにしなくて！まならない。

この関心は未来の繁栄が依存する諸資源の節約という形で，すべての人々の日常生活に現

れるようにする必要がある。したがって，その成功は総合的な研究方法とすべての関係者

の参加に依存していろ。

2 • 2 新たな竺I=.~程シ,,,_:;.!.. ラ'- .b.. 

近い将来に関していえば，ただ単に食糧だけでなく原材料を得るためにも，人類は動植

物の生産に依存するであろう。増え続ける需要に追いつくためには，環境の最適な水準に

徐々に近づいて行くような方法で動植物の生産を行わなければならない。このことは効率

至上主義や経済合理主義から生み出される農業生産システムの変化を包含することになる。

したがって，資源の乏しい農民の手の届く範囲内にあって，環境の劣化，特に碩斜地や

他の限界地での劣化を防ぐ生産システムに関する研究を続ける必要がある c また，土壌と

水を管理する新しい方法の開発が継続されなくてはならないし，新しい動植物の組み合せ

の方法が開発されなければならない。

地球上では約 25万種の高等植物が生存しているが，人類が利用している主要作物はそ

の中のわずか約 10 0種にすぎず．その中の 30種が毎年千万トン以上の規模で生産され

ている (26) 。これまでの人類の歴史の中で無数の植物が試みに栽培され，そして廃棄さ

れてきたはずである。持続性を脅かす新たな圧力によって，これまで採用されなかった動

植物が新たな生産システムの中で一つの地歩を見出すかもしれない。特に，入手可能な投

入資材と有用な収穫物とを組入合せることができるものは有望である。この意味で，永続

的な森林を作物と家畜の生産システムとを組み合せる一これは今日一般にアグロフォしス

トリーと呼ばれている一研究は大いに推奨されなければならない。

特に熱帯環境の下では，極相植生 (climax vegetation) の生態に類似した新しい生産

システムに関する研究を継続する必要がある c, 例えば，時問的空間的な多様性をもつさま
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ざまな生産システムに関する情報が量的に不足している。持続性という観点からすれば多

様性は良く，画一性は悪いという前提は必ずしも正しくはない。例えば，東アジアの国々

の棚田で幾世紀もの問栽培されてきたイネの生産力がこのことを示している。したがって，

複合方式の生産力を量的に研究するための方法論，複合方式の時間的，空間的関係を動態

的に研究するための方法論，および病害虫を制御する可能性を研究するための方法論の開

発が必要とされている。

2 • 3 生物学的決定要因

2 • 3 • 1 生 物 および家畜の遺伝資源と改良

CGIARは遣伝資源の保存と遺伝子銀行の創設に指導性を発揮してきた。この仕事は

継続すべきであり，各国の当局者が遺伝資源の保存，特に動植物の野生種を原生地で保存

することにより大ぎな配慮をすることは，将来，持続性を達成するために不可欠である。

さらに，動植物の継続的な遺伝的改良は遣伝的な多様性をもつ適切な資源の利用に依存

している。確かに，必要とされろ多様性は現存の作付品種，家畜および野生種のなかにも

存在するが，廃棄された作物品種や家畜の系統の保存は将来の育種計画にとって不可欠で

ある。作物の原生的な在来種とその近縁の野生種も，病虫害と種々の環境に対する抵抗性

に関して貴重な遣伝資源を提供することになるだろう。これらの遣伝子はこれまで以上に

価値のあるものとなっている。それは，プロトプラスト（原形質体）融合と分子生物学に

おける新しい技術により種や属の隔たりを超えて遣伝子を転移する可能性が拡大してきた

結果でもある。

2 • 3 • 2 イ乍蜘叩書申

もし病害虫を適切に制御することができなければ，増加しつつある食糧需要に応ずるた

めの生産の集約化は短期間の生産の安定と長期的な持続性に大きな影響を与えることにな

る。損失量の推計値には大ぎな幅があるが，主要食糧作物の生産量のほぼ 35%が圃場で

病害虫によって失われていると考えられる。これは発展途上国で生じている損失量の中で

最大のものである (27)。

注 1• "病害虫＂は雑草，病気，昆虫，ダニ類，ネマトーダ，鳥類，留歯類（ねずみや

りすなど）その他の哺乳類を含む。
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通常，病虫害の研究には高い優先順位が与えられているが，熱帯環境の下での低収の最

も厄介な原因は雑草との競合である。そこで，発展途上国の作物生産に最も効果的に貢献

できるのは雑草防除であろう。また令雑草を効果的に防除すろためには植物の生育状態を

良くすることが必要であろが，このことは同時に土壌侵食(])防止にも役立ち，根系の活性

化を通して土壌構造の保全にも貢献する。

ゴマノハグサ科とハマウッボ科に属する種々の寄生雑草（例えばストリカr) は，作物が

新しい土地に広がり，輪作期間が短縮ざれ，土壌中の有機物と窒素が減少するにしたがっ

て次第に深刻なものとなってきている。これらの雅草を制御することは新しい研究課題で

あるが，これらが持続性に新たな脅威を与えるかどうかという点に関してはまだ検討の余

地が残されている。

害虫は一般的に熱帯・亜熱帯の温暖で湿潤な環境の下に多く存在する。また，良好な

育を示す作物は生育不良のものと比べ害虫の攻撃をより受けやすい場合もある。さらに，

害虫は，ィネのように同一の作物を周年栽培している地域では多い。例えば，フィリピン

では害虫の問題は天水によるイネの洋作方式が灌漑による連続的作付方式に置換えられた

地域で非常に増加しており，このことは集約的な栽培方法で持続性が損なわれる危険性が

増すことを示唆している。このような条件下で，害虫について適切な制御手段をとること

で収量を 20........ 25%, 約 1.0t/ha増加させている事例がある (28)。

作物の病害は，温帯以上に熱帯環境下ではより急速に発生し，より深刻な問題となって

いる。特に作物は広大な地域に同一品種が作付けられた場合，あるいは同一圃場で同一品

種の連作が行われる場合に病気の攻撃に対して弱くなる。病気は持続性を脅かすまでに増

加しうるが．この脅威は部分的には適切な作付け方式や輪作によって避げることができるリ

しかし病気を長期的に制御するうえで農薬が効果を失うことと病原菌や寄生植物の突然変

異によって寄主植物が抵抗性を失うことはより大きな脅威となる。

害虫の殺虫剤抵抗性は 70年以上前から知られているが，有機殺虫剤の多用に伴ってこ

の40年間に非常に増加している。化学物質に対する植物病原菌の抵抗性は，この 40年

間に発生し，最近 15年間に最も頻繁に報告がなされていろが，これは浸透性殺菌剤の導

入時期と一致している。有害雑草の除草剤に対する抵抗性か現れたのはこ‘く最近のことで

あるが，集中的に処理された種で頻繁に報告されつつあろ ,29) 。

寄生植物の変化によって病気に対する寄主植物の抵抗性が覆えされたことに関する最初

の報告はほぼ 70年前に行われており，アメリカで最初のコムギの品種が普及に移された

後のことであった。この時以来，病害虫抵抗性の崩製は一般的となってきて，病害虫の絶

えることのない変化に対して抵抗性を維持すろために数多くの戦略が展開してきている Q
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ntenance謬 search)として知られるようになってぎたこの

してしヽ る。

例えば, C I MM  Y'『ではコムギ改良におけろ全体の努力の 3分の 2は，主に病害抵抗

性の保持研究に関係している。病害抵抗性をもつ改良コムギ品種の主要な病原菌類による

生産量の損失の分析において，このような研究の意義は明らかである。これらの病気によ

る収量損失の推定値は，過去における病気の実際の流行期間における損失洞定値に基づい

ている。推定される最大の損失量は，現在第三世界で約 8百万 ha作付けられている最も

一般的な CIMMYT育成品種であるソナリカ (Sonalika) に深刻な抵抗性の崩懐があっ

を想定している。分析によると，各種の病原菌による推定収量損失量は 5,.,..,50%  

の幅にあり，全体の推定減収量は 76万 t/年になる＼ツり。

このような減収量は少病害抵抗性の保持研究が持続性のために重要な貢献ができること

している。病害虫の継続的な制御の方法は，各種の制御手段を統合した作物管理を含

んでいる。例えば，同一作物あるいは異なる作物の品種混合は，ある状況の下では病害虫

の発生を減少させることが示されている。例えば，ィギリスでは春播コムギの品種を適当

に混合した場合，，うどんこ病によろ被害の程度が単一品種で作付けされた場合と比べて 8

0%も減少したと報告されている。同様な効果が熱帯作物で観察されてきており，例えば，

ィネの品種混合栽培によろトビイロウンカ被害の減少が報告されている (31) 。

これらは，総合防除の広い概念のうちの比較的単純でよく研究されている分野である。

総合防除は将来要求されるより高い生産水準での病害虫制御のためにますます必要となる

ろう。

2 • 3 • 3 家釦の建康とう臣杢貶

病害の制御は家畜生産の維持にとってもまた重要である。世界中では，病気と寄生虫に

よって毎年 5千万頭の牛と水牛， 1億頭の山羊が死んでいると推定されている (27)。しか

し，この数字は問題の全貌を示してはいない。病気や寄生虫は家畜を殺すだけではなく，

家畜の生産力をも著しく減退させているのである。したがって，家畜の病気をより効果的

に制御することは家畜生産の持続性に大いに貢献するであろう。

家畜の健康の問題は家畜の栄養ばかりではなく，作物と家畜の相互関係とも密接！こ結び

ついている。作物と家畜の双方に対して利益をもたらすようなパランスのとれた生産シス

テムを研究し，また農家が負担でぎるような費用で補助的な飼料を供給する技術を開発す

ることが引き続ぎ求められている。草地管理の改良と過放牧の回避は，特に乾燥地におい

て持続性を保っための決定的な要因である。
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2 • 4 物茫印白勺決定要因

2 • 4 • 1 土填

持続的な農業を達成するために最も重要な資源は，植物の生育にとって不可欠な養分と

水分を貯えている土壌である。水分と養分は，不足しても過剰であっても著しく生産を阻

害する。土壌が強酸性あるいは強ァルカリ性である場合には，発芽や根の生育が抑えられ

る。また土壌の保水力が低い場合には植物は干魃にあいやすく，透水性が欠けている場合

には湿害をもたらしやすい。したがって，土壌管理の方法は生産力と持続性に非常に大ぎ

な影響力を持っている。

(i)土填 晨食

参考資料によれば，人口増加による圧力のために農家が耕作に適していない限界地

域での栽培をよぎなくされており，適切な制御方法が用いられなければ，土壌の劣化

と侵食が発生することが明らかにされている。 FAOによると，生産力のある耕地の

土壌侵食と劣化による損失は，毎年，世界では 6-7百万haで，そのうち l• 0 ..._, 

1 • 5百万haしま灌漑が不十分であるために放置されていると推定されている (2• 

4. 2(i))。風食による土壌の損失は平坦地でも起きており，流出と関係した侵食

は領斜が 2%以上になると始まるとみられていろ。

例えば，マラウィでは， 12%以上の急頒斜地で作物栽培が行われているために，

深刻な侵食を起こし，下手にある肥沃な土地への洪水をもたらしている。このような

侵食は，アフリカの国々のなかでこれまでは自給に成功してきたこく少ない国の一つ

であるマラウイの未来を脅かすおそれがある (16) 。さらに世界的にみても山岳地

帯における農業の生産力は土壌侵食の頻発によって危機的な状況にある。

ナイジェリアにおけるキャッサバの耕作土壌に関する研究によれば， 15%の領斜

地では毎年表土 220t/haが失われており，表土が 10年内にすべて流失してし

まうことが示されている (32) 。世界各地に同様の事例は無数にあり，新しい土壌

が風化によって生成される最を上まわる土壌侵食による損失が生じている。この現象

が起こると表土が堀り尽くされ，再生可能な資源であろ土壌が再生不可能なものに変

えられてしまう ，J

このような土壌侵食は，先進国と発展途上国とを問わずに起こっている世界的な病

であるといえる。例えば，アメリカでは，侵食による土堪の損失量は少なく見積って

も全耕地の 44%で許容範囲を超えている。インドでは，耕地の 66%が侵食され，

毎年47億 tが失われているとしている研究報告もある。
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多くの熱帯土壌では．作物にとって有効な栄養分は表土にあろこ侵食による表土の

損失ぱ肥沃度の低下と土t真の物理性の劣化をもたらすだけでなく，痩せて耕作に向か

ない下層土を自然に．あるいは耕うんによって表面に壼出させることになろ。その結

果，透水性が低下し土壌流出が増加するとともに，作物の生育が低下して下層土が露

出し侵食の割合がさらに増加する。この過程が止められなければ，侵食はより激しく

なり，その結果として土地は放棄されることになる。土壌侵食ほど農業生産の持続性

に対して脅威をもたらすものはない。

土壌侵食問題の技術的な解決方法は何柑紀も前から開発されてきている。しかし，

その徹底的な解明は，専ら 19 3 0年代の米国での大規模な研究と開発に依存してい

る。侵食を抑制するためには集水域で適切な土地利用が行われることが必要である。

上流地域での不適切な管理が下流地域での侵食の問題を増加するからである。事実，

侵食によって削りとられた土壌は， 1農場のレベルを越えた問題を引き起こしている。

それぱ，低地に運ばれて川や用水路をうずめたり，水生生物や灌漑水路，水力発電，

さらには運河の航行にまで悪影誓をもたらしている (33) 。

米国で開発された手法は，適切な輪作や施肥法，栽培法，作付方式，水路などから

なっている。この研究から作成された勧告事項は，土壌保全に対して世界的な貢献を

なしている。これらの中で生産方式が作物と家畜とを含む場合には，地域の実情に合

わせて適用される必要がある。しかし，その対策が最も進んでいると考えられる米国

においてさえ生産方式の変化にともなって土壌｛曼食の問題が継続的に生じていろとい

うのが実態である。

発展途上国で，米国で開発されたような侵食防止の手法を広範囲に適用することは，

たとえ事前に試験が行われ一般的に成功するとみられろ場合でさえ多くの困難が伴う。

深刻な侵食か生ずる前に，防止手段を講じたりそのコストを負担するために農家や地

域社会を組識化することは，まだ起こっていない侵食の防止策を施すことに利益があ

ると沼めさせるのと同様に困難であろ。特に旧植民地では，地方行政部局によって制

御手段が農民に強制されるという歴史的問題も存在している。これらの手段の中のあ

るものは今日の状況では到底実行不可能であり，ただ農民に幻滅を感じさせる結果に

終わっている。

しかし，アグロフォしストリーを含む多くの伝統的な農法において，土壌侵食の制

御が組みこまれていることも事実であろ。個別に解決することが困難な問題に対応し

て，共同的な制御手段を構成している事例も存在すろ。大規模な農業開発が他の地域

に比べて遅れているサハラ以南のアフリカでさえ，安上がりなうえに効果的であり，

労力さえあれば実行可能な侵食制御手段の効果的な利用が行われている。
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この最も顕著な事例は

植民地時代以前には，

ァ湖にあろウカラ島（タンザニア）のものであろう。

対して生産の集約化で対応してきた。改良さ

れた多くの技術のなかには，いくつかの土壌侵食の防止方法も含まれていた。

傾斜地には岩に面した段々畑を開発し戸小さな溜池が帯状にモザイク模様をなす景観

をつくり上げて土壌の流出に対応してきた。水路は堤防で補強し，放牧は注意深く制

御してきた。しかし，後に本土への移民の増加によって共同体による十分な管理が維

持できなくなり，土壌劣化の悪循環が始まった。

土壌侵食防止を共同体で行っている最新の事例が，ブルキナファ｀）にある。彼らは

上方の傾斜地を護るために植栽された樹木（これは最終的に燃料として用いられる）

のまわりに，降雨を集めるために掘られた角形のモザイク状の溜池からなる小さな集

水域を建設した。さらに，堅い表土を鍬で堀り起こし，土壌流出を防ぐために岩や草

を編んだりしたもので防御壁を構築している。そのような努力によって，以前は放棄

された土地の大部分がその生産力を回復でぎるとみられている (16)。

(ii)土壌肥沃度

持続性にとって他に主要な障害となるのは作物の生育に不可欠な養分の欠乏であろ。

土壌侵食による養分喪失に加えて，作物残漬あるいは肥料などによって養分が継続的

に補給されなければ，収穫物は土壌の養分を徐々に収奪すろことになろ。例えば，ァ

フリカでは，作物中養分の大部分は土壌に還元されていないと FAOは推定している。

このような地力収奪は持続性にとって深刻な脅威を与えており，もし十分な対応がな

されなければ著しい土壌の劣化をもたらすことになる。

熱帯地域における従来の焼畑は自然の循環に依存してきた。養分は作物のなかに残

され，あるいは，休閑中に表土中に養分が補給される。耕作後に肥沃度が回復するた

めには，休閑期間が十分であって森林とか灌木とかの深根性の植物が十分に生育し，

より深い下層土にまで根系が形成される必要があろ。休閑中に，風化や窒素固定，深

層土から表層土への養分の移動などによって，利用可能な養分が増加する。有機物は，

葉や他の植物の残演の蓄積で増加する。

以前には，焼畑農業では次の作付けのために開墾されるまでの休閑期間は 25年前

後であった。その後 2,..._,4年作付けてから地力の再生のために自然植生にまかす方法

がとられていた。しかし，人口圧が増加するにしたがって，利用可能な耕地に対する

需要が増加し，地力を回復するために必要な休閑期間が短縮された。その結果，良好

な気象条件の下でも労力に見合うだけの生産がほとんど得られず，土壌は危険なほど

に劣化して侵食に耐えることのできない状態になっている。
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人口増加は調理用撚料に対する需要を増し，土壌の肥沃度を雉持すろことを

してきている］それは，燃料用の木材が不足することによって，より多くの作物残済

と家畜の排泄物が燃料として用いられろことになり，地力を培蚤するために必要な有

機物の投入量が減少して地力維持にとって重要な養分の欠乏がもたらされているから

であろ。

2 • 4 • 2 フK
水資源は地球的規模て入ると矛盾した状態にある。真水の量は毎年海洋，大気，および

大地における水の循環を通して再生され，現存する世界人口の必要量の数倍の量が存在す

る。このようにその量は豊富にあるにもかかわらず，水が周期的に不足することによって，

数億人の飢餓が生じている。インド，中国，メキシコ，アメリカの一部では水収支は深刻

なまでに至っている (34)。

水は無尽蔵な自然の贈り物であるという一般的な考え方は危険なものであろ。人口の継

続的な増加と，それに関連した一般家庭の需要，工業および農業の需要増加は世界的な水

収支に大きな圧力を与えている。この領向が続けば，水利用の効率的な改善がなされない

限り，適切な水質をもっ水の不足が深刻な問題となってくるだろう。

(i)沿饂癖

農業は地球的規模で供給される水資源の主要な利用者であろ。有史以来，灌漑は農

民に適切なタイミングで安定した農業用水の供給を行う手段とされてきた。 19 0 0 

年までに，灌漑は約4千万ha. (I)土地に水を供給してきた。 19 5 0年には 3倍増と

なっていろ。この劇的な灌漑地域の増加のお陰で，世界の食物生産の増大がみられた

のである (36) 。

今日，世界の耕地の 17%は灌漑によって生産がなされ，全生産量の約 3分の 1を

供給している。利用可能な耕地が減少している反面，灌漑によって既耕地での生産を

増加することが可能になっている。 19 5 0年代と 19 6 0年代の間に，灌漑面積は

年4%の割合で増加してきたが， 19 8 0年代には 1%以下に低下した (34)。

このような灌漑地域の拡大は，化石水の利用や支出過剰の水の利用を独いるもので

あった。これらの方式はともに非持続的なものであろ。さらに，化学的，生物的な汚

染によって水質が灌漑用としては不適切なものとなっていろ地域もあろ。
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これらの問題は，必要以上に用水量が用いられるといった不適切な灌漑利用によっ

てさらに深刻化している (37) 。未熟な灌漑技術のために滞水や塩類集積などが起き

て土壌の劣化がもたらされ，毎年良好な土壌の 1.0"-'1.5百万 haが不毛化してい

ると推定されている。これらの問題は特にインドとパキスタンで深刻であり，これま

でに 1億4千2百万ha. が劣化していろと推定されている。世界の多くの地域で滞水

や土壌の塩類集積によって巨額な投資を必要とした灌漑計画が事実上無益なものとな

りつつある。

(ti)降水

熱帯地域では，農業生産は降雨の量や分布，その頻度などによって大きな影響を受

けている。研究によって降雨の供給を制御する方法を見出すことは少なくとも近い将

来にはできそうにないが，降雨を有効に利用する技術については大きな貢献ができる

と考えられている。特に半乾燥地域では，降水に対する考え方は灌漑に対する考え方

と基本的には同じものであって，水は浪費してはならない希少資源とみなさなければ

ならない。また，雨水の流亡を制御する手法は土壌侵食を制御するためにも不可欠で

ある。

瀧漑には土壌管理と作物管理の 2つの側面がある。この両者ともに基本的な考え方

は，雨水を保存し，より効果的に利用することにある。

土壌は降雨を貯える貯水池の役割をもち，流亡を防ぐとともに雨水の貯蔵にも役立

っている。適切な肥料の利用は，また水の効果的な利用を促進する。例えば適切な播

種時期の設定のように期待される雨量と植物の水要求量の関係を最適にする作物管理

法は，最轟収量を上げる可能性がある。

降雨は，種々の水保存法，例えば表面水を集めるための小さな池や帯状の畝をつく

ること，あるいは流水を集めることによって保存することが可能である。

これらの水利用法を活用すろことが，発展途上国においては労力の不足や技術研究

と普及事業の不十分さによって制約を受けている場合が多い。しかし，降雨の効果的

な利用は，天水利用地域での食糧需要の高まりに応ずるための基本的な手段である。

2 • 4 • 3 大気

人間は各種の活動によって大気中に有毒ガスを放出している。例えば，化石燃料の燃焼

や鉱石の溶解によって大気中に大量のイオウや窒素酸化物を放出しており，それらの多く

は酸性雨となって降下してきている。この酸性雨は陸生あるいは水生生物に有害な結果を

もたらす。特に，先進工業国の森林地域では，すでに大きな被害が生じている (38)。
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酸性雨はまた土壌の酸性化をもたらすが，このことは特に土壌がすでに酸性化している

地域では深刻である。酸性化は土壌中のある種の成分の溶脱を促し，作物にとって有害な

ものとなる。対照的に，少量の酸性雨はイオウ欠乏を回復して農業生産に役立っている。

しかし相対的にわずかな工業開発しかみられない発展途上国にあっても，酸性雨は湿潤条

件の下では有害な影響をもたらす危険性がある。

ガゾリンの燃焼による鉛の大気中への放出は，生物にとって有害である。特に，潟速道

路の近くでは高濃度になって危険である。ある種の工業生産や工業製品の中には大気中に

フロンガスを放出し地球のオゾン層を破懐するものもあり，その結果として太陽光の有害

な紫外線が地表に到達するのを促進する危険性がある。

化石燃料や木材の燃焼によって二酸化炭素が放出され，大気中の濃度は 60--80年以

内に倍増するかも知れない。この二酸化炭素の増加は，光合成を促進し，水の利用効率を

高めることによって作物生産にとってはむしろ有利に作用する。しかし，二酸化炭素は他

の気体と結合することによって長波長の熱線の放射による冷却を減少させ，いわゆろ「温

室効果」を引き起こす。各種の数学的モデルによれば， 21世紀には 2-s℃の気温上昇

と降水分布の変化が予測されている。温暖化の傾向は，低緯度地帯より高緯度地帯で大き

いとみられる。アメリカのコーンペルト地帯は温暖化とともに乾燥化し，穀物生産地帯が

北方に移動すると予測されている (39) 。世界的にみても海岸の低地では，極地の氷の融

解と海水温度の上昇による膨張によって冠水害を受ける危険性が増加するかもしれない。

2 1世紀には 20 ....._, 3 0 cmの海水面の上昇が予測されるが，北極西部の氷の覆が融解する

とすればさらに大きな海水面の上昇が避けられないと考えられる。

きわめて深刻な影響が発生するというシナリオも考えうるが，気候変動は農業生産には

特別な問題を引き起こさない程度のゆっくりとした速度で進むと予測されている。しかし，

海水面が緩慢に上昇したとしても洪水，排水，および塩類集積の問題が，特に社会的基盤

の未整備な河口部で発生する。

農業はこの被害を受けるだけではなく問題を悪化させる可能性もある。大気中のメタン

の主要な源は水田と反得動物の腸内発酵などであり，窒素酸化物の主要な源はバクテリア

による窒素変換過程である (40)。肥料の脱窒現象は，現在のところまだ重要な問題とは

なっていないが将来は大きな窒素の放出源として問題を引き起こす危険性もある。しかし，

温室効果に対するこれらの気体の影響が現在考えられているように限定的であるかぎり，

そのために農業生産システムを変える必要はないであろう。

森林の破壊と燃焼は大気中の二酸化炭素の増加量の約 20%を占めると推定されている

(41) 。この割合は大きなものであるが，環境への効果は森林伐採による影響ほど深刻な

ものではない。例えば，中央アマゾン流域における研究成果によれば，熱帯降雨林は降水
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量の約4分の 1を保持しており， 4分の 3は蒸散によって大気中に戻るとされている。森

林が農耕のために開拓されると，これらによる環境の維持と安定に対して多くの問題が生

じると考えられる。

サヘル地域における土地利用に対する圧力は土壌の流出量を増加し，蒸発骰の減少，ぉ

よび地表のアルベド（反射能：太陽光の全入射量に対すろ反射量の割合）を高める結果と

なっている。シュミレーション・モデルによろ研究成果によれば，地表のアルベドの上昇

は乾燥化を促進し．その結果として地表面のアルベドがさらに高まるという悪循環が生じ

ていることがわかっている (40) 。乾燥と人口および家畜の増加との結びつきはいずれに

しても深刻な環境の劣化と土地の砂漠化をもたらしている。

2 • 4 • 4 厄瞼なィヒ這芦牝勿屑窪

工業とその生産物は環境に対して危険な化学物質を放出し，作物の生育を低下させるだ

けではなく，人閻や家畜が消費する段階での品質低下をもたらしていろ。基本的には，こ

れらの物質を放出することを止めることが望ましいが，現実的にそれを実行するのはきわ

めて困難である。したがって，生産と流通のシステムを制御することによってこの問題の

解決が図られなければならないだろう。

近代的農業はまた多くの化学物質を利用しており，そのすべてが不適切な場所で，不適

切な時期に，不適切な量が用いられるという危険性をもっている。一見，安全と見られた

ものでも，その利用が厳密に規制されなければ環境にとって危険なものとなることが明ら

かにされてきていろ。しかし，このような対策は必ずしも十分には行われていない。その

理由は，農薬などの開発費用はきわめて高いものであり，継続的に利用されることによっ

て初めて利益がもたらされるからである。 DDTや水銀を含んだ農薬 (b1oc1des) の危険

性は良く知られていろが，これは決して希少事例ではない。

農薬は農業生産を支えるために必要不可欠なものであるという認識が広く受け入れられ

ていろ。そうであろとすれば，新しい農薬は環境に対する悪影鷹を最小限に抑えるために，

その作用が限定的であって，残留性を持たないようにすべきであろ(, しかし，そのような

農薬の開発には莫大な費用と多くの時間がかかるものであり，すぐにも提供されろとは考

え難い。したがって，代替的な解決手段を開発するために必要な研究意欲が与えられるべ

きである。

肥料類ぱ農薬と比べれば問題ぱ少ないが，不適切に用いられれば環境に体して同様に有

害な影響を与えることになる。さらに化学肥料による水質の汚染が世界中で起きている。

化学肥料は，作物に有効に吸収され利用されるようにする知識がないまま，あまりにも非

効率的な利用が行われている。例えば，ィンドネシアでは適切な施肥方法を用いれば施用
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された窒素の 50%以上の回収が可能なのに象農家レベルの回収率は 20%以下であると

されている (43)。このような損失は環境にとって有害であるだけでなく，肥料代が外

部からの投入資材の費用の大部分をなしている発展途上国においては，農民にとっても

きな経済的負担となっている。

地域的に利用可能な資材 (deposits) を利用することへの関心が高まっているが，その

ことにもある種の危険がともなっている。例えば，リン鉱石中のカドミウムのように土壌

中で有害な濃度にまで達するような成分を含むものがある。化学肥料は土壌中で植物にとっ

て有害な濃度に達してしまうことがある。特に，酸性土壌ではアルミニュウム，マンガン，

鉄などの高濃度の蓄積が作物の生育にとって悪影響をもたらすこともあろ。石灰などの中

和剤の利用ができない地域では土壌の酸性化は農業の持続性にとって大きな障害となって

いる。

イオウを多量に含んだ滞水地域では，排水することによって強酸性土壌となり，排水中

に硫酸塩を流し込んで水質を酸性化したり，環境を汚染したりする危険性があろ。さらに，

塩類集積の問題は灌漑地や，十分な排水施設のない地域での持続的な生産にとって脅威と

なっている。

2. 4. 5 ..::r.. ネ Jレギ｀ー・

集約的な農業は大きなエネルギーを必要としているからそのような農業にとっての持続

敵性産の決定要因の一つしまエネルギー源の適切な利用にあるといえる。したがって，工業

製品の利用を制限し，エネルギーの利用を少なくする生産システムについての研究は検討

すべき価値がある。しかし，その際の研究のボイントは，用いられるエネルギーの総量で

はなく，その利用効率に置かれるべきである。

自給的農法における作物栽培は，肥沃度を保っためにバイオマスの形で多量のエネルギー

を必要としている。焼畑耕作では，長い休閑中に生育した植生を刈り払ったり燃やしたり

することによってエネルギーが浪費されていろ。また，複合的な生産システムでは家畜の

生産する有機質肥料などの副産物のエネルギーは，ただ広大な草地を生育させることだけ

に浪費されてしまっている。

上記の 2つの農法はともに，肥沃度を保っために土地の一部分しか耕地として利用しな

いので，収穫物のエネルギー量に対する生産のために投入されたエルギー量の割合として

示されるエネルギー効率は 1よりかなり小さい値になる。さらに，食物を調理するために

必要な燃料として木材あるいは厩肥材料が供給されなければならない。この需要に木材で

対応しようとすれば耕地に対する負担が増加する。作物残酒あるいは厩肥材料で対応しよ

うとすれば土壌の肥沃度が低下し，この生産システムの持続性自体が危機的状態に陥るこ

とになる。
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アレイ・ファーミングのような新しい生産技術が開発される一方で，問作や混作などが

人口増加の下での持続的な集約的農法として復活してきている。このような技術は購入資

材の投入を少なくするように努力してはいろが，すべて外部からの投入資材にある程度依

存している。例えば，大気中窒素の固定を潟める豆科作物を維持するには 1)ン酸鉱物の投

入が必要である。このような外部依存の投入資材を得ろには化石燃料が必要であるが，発

展途上国での化石エネルギーの単位面積当りの投入量は先進工業国と比べてずっと少ない。

このような地域の農民に外部投入資材を利用するなと勧告すれば彼らの生産意欲をそぐこ

とになるだろう。また，外部投入資材を購入するために高い費用が必要であろということ

は，その費用が農民自身の資金によるものであれ，あるいは借入資金によるものであれ投

入意欲をそぐものとなろ。

高い収量を上げるための農業生産システムは，人問の労力に代替するものとして化石燃

料を必要とする。このような農法のエネルギー効率（生産過程で直接あるいは閻接に投入

されるエネルギーの量で生産される農産物のエネルギー量を除した値）は，通常 3---4以

上となる。したがって，単位面積当たりに投入されるエネルギー量は大きくても，閉鎖系

の生産システムよりもはるかに効率的なのである (44)。しかし，直接的な作物栽培のみ

に生産が限定されたり，迂回的な畜産物の生産がなされたり，肥料が単なる廃棄物とみな

されるようになるにしたがってその効率の良さは失われて行く。このような不経済なやり

方は，他の贅沢品のためにエネルギーを消費することと基本的にはなんら変わる所はない。

このような方式を続けながら，発展途上国の資源に乏しい農民のみに資源の節約を押しつ

けることが正当化されるはずはない。

既に述べたように，農業に適していない土地に耕地を拡大することよりも洋位面積当り

の生産性を高めることが必要になってきている今日的な状況に対応するには，一つの再生

不可能な資源（土）を別の再生不可能な資源（石油）に置き換えることが必要である。こ

のような置き換えが成功するか否かはこれら二つの資源の希少性の違いを認識したうえで，

代替資源を見出す知恵がもとめられている。

巣に食糧生産を行うのが目的であれば，土壌を使う代わりに霞出した岩の上で水耕栽培

を行うことも可能だろう。しかし，土壌は代替不可能な構成要素からなる自然生態系であ

る。土壌と比べれば，石油は特に乏しいというものではない。石油の埋蔵量は，毎年利用

されている量の約 10 0倍以上あると推定されている。さらに，天然ガス，石炭，タール

油，ウラニュウム，再生可能な資源から得られろエネルギー（例えば，太陽光ゃ風力発電）

など）や核融合によるエネルギーなど多くの代替ェネルギー源がある。これらの中には，

持続的な生産にとっての問題を生ずるものもあるかもしれないが，二酸化炭素の問題を直
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接引ぎ起こすことはないだろうこ、これらのエネルギー利用がうまく行かなければ，持続性

にとって将来大きな問題が発生するかもしれないという点に留意すべぎであろ。

持続性を達成するためには．石油を節約して土壌を劣化させるよりも石油を活用して土

壌の保全に努めろ方が望ましい。さらに，轟生産性農業の持続性はどのようなエネル'!'.:.― 
を利用するかという問題よりも，むしろそれらのエネルギーが社会経済的および自然環境

的に受け入れられるかどうかという点にかかっている。

2 • 5 社会経済的および法的な決定要因

2 • 5 • 1 活力のあろ農業発展の必要性

持続性は活力のある農業発展なしには不可能であろ。したがって，農業発展ビ影醤する

社会経済的および法的な要因の多くが持続性の実現に影醤している。

従来，農業発展にとって最も深刻な制約条件の一つは，発展途上国の政府や地方行政府

が農業をf曼先していないことにあった。農業に対する政液的支持の不足は周知のように多

くの問題を生じてきていろ。これらの問題の中で，持続性にとって特に重要な点を以下に

示した。

2 • 5 • 2 農業ことって不利な経 済政策

多くの国々では農業部門 (rural sector)に対して極端に不利な交易条件を実施してい

る。例えば，通貨価値の過大評価は輸入食品を意翌的に安価にし，輯出農産物や原材料の

価格を引き下けることによってこのような結果を生み出してきた。このような交易条件の

歪曲は郁市に居住する消費者にとって有利なだけでなく，低賃金を保つことによって工業

部門の利潤を増してきた。この禾1]閉~を再投資すれば，資本形成の主要な源泉となる (39) 。

資本を農業から工業へ移転する試,7:1. (: 農業部門の経済余剰の吸いあげ-あるいは「農業

の収奪」）は，特にその経済か農業に多くを依存している場合には発展の初期にある国に

とってたいへん魅力的な政液となる。

多くの発展途上国において，このような梱市に偏向した開発政領こそか農業に対する行

財政的な支援の欠如と，経済における中心的役割をもつ政治的支持の欠如をもたらした元

凶てある政治的な支持が欠けていろことは，しばしば政情の不安定と関連した行政の不

連続性のために悪化していろ (45) 。この不連続性のために政治的方針は不安定となる。

新政権は旧政権とは別な方針を樹立し，新しい政頒を実施するまでに長期間の学習過程を

必要とする (39) 。
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このような財政的な支援の欠落は，持続的な農業生産の達成にとって大ぎな障害となっ

ている。このような政治的状況の下で，農家は短期的な収益を約束するような方法を強い

られ，土壌は養分をなくし，耕地は拡大され，さらに自然資源を保っために必要な投資に

対する関心は失われていく。

それとは対照的に，農産物に対する合理的な価格政策は，生産の増加と健全な農業への

投資恵欲を喚起する。例えば，ウガンダ政府は 19 8 3年に食糧価格を 2倍にしたが，こ

のために地方によっては食糧生産は 40 0%もの増加となった (46) 。これとは逆に，ザ

ンビアとエチオピアの農民は 19 8 0年には 10年以前に得ていた穀物価格の約半分しか

得ることができなかった。この両国での穀物生産はこの期問に著しく低下した。

FAOの研究によれば， 19 7 0年代に他の発展途上国と比ベアフリカの農民は価格政

策に関して著しく不利な立場にあった。この期間に生産者に支払われた輸出作物の価格は，

中近東地域で 3%,アジアで 11 %, それにラテンアメリカで 17%上昇したのに比べて，

アフリカでは実質的に 17%低下した。この価格の低下は世界の農産物市場における価格

低下によるものではなく，アフリカ各国政府の政策によるものであると判断できる (47) 。

2 • 5 • 3 不十分な社会的基盤と市場問題

多くの発展途上国では，社会的基霊 (infrastructure)の貧弱さが，投入資材や農産物

の流通上の大きな制約要因となっている (39) 。これらの制約を取り除くために社会的基

盤を発展させることは，恵まれた地域での生産をさらに発展させると同時に，脆弱な環境

下での生産の発展を抑制する圧力を減ずることになる。

社会的基盤の不足という問題はアフリカで特に深刻である。例えば， 19 8 2年にアフ

リカ内陸部 14カ国でわずかに 206,000Kmの道路しかなかった。アフリカの鉄道体系は，

植民地時代に海岸地帯と内陸部との閻を結ぶために建設されたものである。しかし，アフ

リカ中央部は港から非常に遠く隔っているために，農業の潜在的可能性があるにもかかわ

らず幹線鉄道は開かれなかった (48) 。アフリカ中央部は人口密度が低いために，道路や

他の公共施設を建設するのに必要な人ロ一人当たりの費用が，他の地域に比べて！よるかに

高いのである (49) 。

流通経路や加工過程の改善は効果的に生産を刺激する。しかし，市場流通網はたいてい

不十分なものである。多くの発展途上国では，市場に対して不十分な投資しかなされてお

らず，市場情報の伝達，規格化や品質管理か不十分である。

バングラディシュにおいて，社会的基盤の水準の異なる地域閻の比較研究がある。開発

の遅れた地区と比べて，十分な社会的基盤をもつ地域では新しい技術の採用は高い水準に

・-4 2-



あり く，雇用においても市場の農産物価格や賃金においても

らかに高いことが示されていろ。この研究によろと，アジアの諸国はアフリカの諸国と

比べ流通費用が少なく国際市場において相対的に競争力が強い。

平均的にみて，アジアの農民は農産物の最終消費者が支払う価格の 75,__,g 5%を

いるが，アフリカの農民はわずか 30-5 0%しか得ていない。この差異の原因は主とし

てアジア地域でのより良好な社会的基盤によるものである (50)。

2令 5• 4 不十分な投資と信用組織

多くの場合，持続的な生産を実現するためには，種子，肥料，農薬，農具および施設な

どの購入資材の利用を増加することが必要である。適切な価格での投入資材の利用を妨げ

ている障害のいくつかを取り除くことは，購入時の信用供与と同じく，発展計画において

扁い優先順位を与えられる必要がある。

いくつかの事例では，減少していろ粕出歳入と他の輸入に対する政府の食糧を含めた轟

い優先順位によって必要な農業資材の輸入か不足している。さらに，多くの発展途上国に

おいては流通体系の貧弱さのために，農民が必要な時期に適切な量の投入資材を得ること

が困難なものとなっている。

農産物の販売価格に対する投入資材価格の割合の轟さが，購人資材を集約的に利用しよ

うとする急欲をそぐことになる。このような農民にとって不利な価格比率は外部資材の価

格や粕送費の高さ，さらに食糧価格を低く抑えるための政策などによるものである。その

結果として発生する資材投入意欲の喪失を最小限にしようとして，購入資材に補助金を出

している政府もある。しかし，生産者価格が必要な意欲を起こさせるに十分なほど轟けれ

ばこのような補助対策は不必要となる。しかし．その場合，貧しい消費者にとって農産物

価格の轟さが経済的に耐えられないということになりかねず，低所得層に的をしぼった消

費者補助か投入資材への補助に代わーて必要なものとなってくる。

発展途上国の農民は，購入資材を得るための蓄積がないために適切な外部資材の利用が

でぎない場合が多い。また，農村地域では民閻あろいは政府金融槻関による融資手段が貧

弱であるうえに，貯蓄も借入も効率が悪く利用価値の低いものとなっている。さらに，現

在の信用供与の機構ぱ主食用の食糧作物に対するよりも阜釦出用作物に有利となっている。

例えば，小規模の貧しい農民（特に婦人の場合）は土地に対すろ権利（担保物件）を持た

ないうえに，自給的色彩の濃い主食用作物を作っている零細な農民に対する貸付時の銀行

禾IJ子はとても蒻いも v)なので，信用制度を和］用することが非常にむすかしいといクー；た問題

も存在している。
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2 • 5 • 5 研究，普及，教育体制の問題

改善された農法を採用することは農業の持続性を達成するうえで核心的な問題であるの

で，研究，普及，および教育には轟い優先順位が与えられなければならない。アジアおよ

びラテンアメリカのいくつかの国々では非常に大きな進展がみられているが，アフリカで

は国内の農業研究の実施体制は一般にきわめて貧弱である (45)。

各国の農業研究機関が十分な成果を上げることのできないのは，援助が不適切な水準に

あることに加えて，継続性の欠如，職員に対する待遇の不十分さ，それに必要な資材の不

足などの理由によるものである。しかし，研究成果がうまく普及しない理由は，単に普及

システムの貧弱さを反映しているものとみられる。優先順位の明確な表示が欠けている理

由は，その国の明確な農業開発戦略が欠けていることや，研究職員と経済計画スタッフと

の問の結びつきの弱さによるものである。それと同様に，普及活動と農民との結びつきの

弱さから，農民が研究に効果的な影響を与えることができないようになってしまっている。

農業研究への投資によって高い見返りが得られるということは広く認められているにも

かかわらず，多くの発展途上国での研究予算はきわめて少ない。ある権威筋は，各国の研

究予算を農業部門の国内総生産額の 0. 5%から 2. 0%とすることを提案している。し

かし，かなり規模の大きい農業研究組織を持っているいくつかのアジアの国々でさえ，勧

告された最低の水準である 0. 5%水準に達していない (39)。

各国の研究体制の未整備による限界は，普及活動の弱さに拍車をかけている。普及活動

の重点は食糧作物よりも輸出作物におかれており，しかもその技術すらも末端の農民まで

は行きわたっていないのである。また，発展途上国の普及員は一般に婦人を無視しがちで

あるが，彼女達は食糧作物の生産，加工，販売において主要な役割を果たしているのであ

る。

発展途上国において，研究・普及活動のテンションを高めるためには，これまで以上に

潟いレベルで教育機関が人材を供給することが必要である。例えば，アフリカの国々の約

4分の 1において 15年間あるいはそれ以上の期間にわたって専門技術者の不足に直面す

るだろうということ，また 3分の 1以上の国々では中級技術を身につけた人材が不足する

だろうと予測されている (16)。

発展途上国の多くでは教育機関，研究および普及組織において人件費が経常支出の大部

分を占め，本来の活動費が限定されてしまっていることが大きな問題となっている。また，

多くの途上国政府は，供与国による援助がなくなると十分な予算を獲得することが困難に

なってしまうという問題を抱えている (16)。
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農民やそ 対すろ教育 ろことによって しこ る

明ら あろ 3 さらに登資源を保存すろこと という と

を )I';,, - ， る を までの リ

キュ ムに ある。

2 • 5 • 6 土地保有に関する問暉

さまざまな保有権が農業の発展に影響を えている .'C '? も も

地保有権で り，こ に関する調査結果が最近FAOによって集約さ いる ）。

そこでは，共同体的な土地保有権がし 長期的な農業の発展を阻止しているかという

点に関する事例が報告されている。例えば，アフリカや中近東の多くの国々では，個人に

よって耕作されている土地に冬期問放牧することが共同体の権利として許されている。こ

のように耕地を家畜が踏みつけることを許す共同体の権利は，土地改良の長期的な進歩を

阻害することになる。もし，そのような冬期間の放牧がなされなければ，垣根を作って永

年性作物を植え付けたり，アグロフォしストリーを発展させることによって土地改良が行

えるかもしれないからである。個別の農民の利益は共同体の利益と対立するかもしれない。

個々の農民は共同体の放牧地で家畜が増加することに対して短期的な費用を何も感じない

だろうが，すべての農民が同じことを行えば過放牧と長期的な生態系の被害が生じること

はこれまでの経験から明らかである。

上地保有制の問題は自然環境を劣化させることによって生産システムの持続性にかなり

大ぎな影醤をもたらすかもしない。例えば，いくつかのラテンアメリカの国々では，条件

の良い土地の多くは大土地所有者によって独占されている。貧しい農民の多くは，劣等な

傾斜地とか山岳地帯のような農業に適していない脆弱な土地を耕作せざろを得ず，結果的

にひどい環境破製をもたらしている 0 しかし，アフリカでは油ヤシのように，永年性作物

が慣習的あろいは共同体的な土地保有制の下で土着の農民がプランテーションと対等に競

争しえろ生産をしているいくつかの例がある。

しかし，慣習的な土地保有の形式ぱ満足すべぎものてはない。人口と家畜の急激な増加

は，土地に対して持続性を消耗させるような圧力を加えている。慣習的な土地保有制によっ

て，農民の耕作地が極端に細分化され，従来の伝統的な技術を適用しても十分な自給用の

食糧が確保てきなくなってきている地域もあろ。さらに，農耕民族がそれまで遊牧民族が

占有していた土地にまで侵出し，両民族の間ピ争いか生じたり，放牧地か縮小したために

過放牧か生したりするという問題が起きている (16) " 
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さまざまな土地保有制の下にある婦人の権利に対しては特別な注意を払う

くの地域において，婦人は農業生産の主要な担い手であろ。しかし

らの耕作地を所有してはおらず，このことが長期的な土地改良の意欲を

っている。

これらの理由から，研究目標を設定する場合には土地保有権に関して

あろ，し、

自

レJ

g
u
 

である。このようにして設定される研究目標は，国家レベルにおいて今後の研究の正当性

を保証すろだけではなく，農業生産の持続性を達成するためにも重要なのである。

2 • 5 • 7 不適切ぁるいは~~なた長キ草と夫見市U

一般に発展途上の国々では，土地利用を規制したり森林や牧野を乱開発から守るための

適切な法律および規制が実施されていない。また，貯水池，河川，湖沼，それに地下水の

滞水層における水資源の利用規制がないばかりでなく，土地改良や灌漑計画を促進すろた

めの法制度もない。したがって，各国政府がこれらの問題に努力を注ぐようにするための

強力な国際的支援が必要とされている。

いくつかの国々では適切な法律をすでに導入しているが，それを満足できるやり方で実

行することができていない。適切な公共的規制や相互の合意によってそれらの法律を守ら

せろことができなけば，環境の安定性を維持したり農業の持続性を実現したりすろ機会は

著しく低下してしまう。
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3
 

対する

• 1 

この論文の第 1, 2章で

について述べるとともに，その持続性が向上

注目されてぎたこと

り低下したりしてきている過程を分析し

た。ここに，述べられたいずれの概念も新しいものではないし，これまでに行われてきた

研究とまったく異なる研究を求めているわけでもない。いうまでもなく，持続性に関連し

た将来の研究戦略がすでに進行している研究の背景と矛盾すろものであってはならない。

これらの点を踏まえて答この章では伊これまでに国際農業研究センターが行ってぎた貢献

の具体的な事例を示すことにする。

3 • 2 総合的対応

国際農業研究センター！ま総合的な農業研究の前面に立っており，さまざまな分野の研究

がファ ‘‘ ーミ／ク・シスプムとの関連の中で打われてきている。ファーミング・システムに

ついて各研究センターが開発した手法や用語法と研修課程との内容を調和させようとする

積極的な試みは， TAC (技術諮問委員会）が持続性に関して強調している諸点とすべて

密接に関係している。

研修や研究手法の開発に加えて，各研究センターはファーミング・システムのネットワー

クにも組み込まれており，持続性の問題を農家レベルで継続的に観察し技術的研究と社会

経済的研究の視点から統合することができる。政策研究は IARCsの活動全体を特徴づ

けるものであると同時に，多くの局面において農業発展に望ましい環境を創造することに

貢献しており．持続性の達成にとって不可欠なものとなっていろ。

3 • 3 如tこな竺ヒ~ シ 3 ジ<ラ':.. ,.L.. 

国際農業研究センターの多くは持続的な生産システムの開発研究に貢献している。 II 

TA (国際熱帯農業研究所）は，土壌マルチと混作およびアレイ・ファーミング (alley

farming: ギンネムなどのマメ科のかん木の間に．トウモロコシやカウピーを作付ける。ギ

ンネムの葉は家畜のえさとなり， トウモロコシは収穫後刈り倒してマルチにする。）の研

究に長い間従事してぎていろ (52,53)。 II TAは， I LC A (国際アフリカ家畜セン

クー）と共同して，この方式が湿潤および半湿潤熱帯での作物と家畜の生産維持に適用可

能であろことをすでに示しているが．広範な普及を計るためにはさらに今後の社会経済的

な研究を待っことになる。
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半乾燥地では象 ICRISAT(国際半乾燥熱帯作物研究所）

管理方式緊雨期でのパーティゾル（腔張収縮性の大ぎし~

い雨期に土壌侵食を起こしやすい）管理

して大きな成果を挙げている。 ICARDA I、

と北アフリカの乾燥地域で少量のリン酸を，穀物．家畜それ

投入することで生産がいかに持続てきるかを示している

もろこし・小麦改良センター）はこの方式をラテン・アメ')カ

ギ生産にも適用している。 CI AT (国際熱帯農業センタ--)

関する研究も，この「新しい」生産方式を有望なものとしている 0 C I P ( 

センター）はバレイショ品種の多様性を明らかにしており. l RR 1 ( 

は新しい生産方式による稲作の普及可能性を示している。

J CIMMYT 

それ自身は研究機関ではないが， I CRAF (国際アグ

永年木を含んだ生産システム，特に作物と家面の生産性を る

いる。 ICRAFは目的を明確にし，アグロフォレストリーに関する研究手法の開発に

導性を発揮している (57)。 ICRAFは，集約的土地利用を進める過程において，

は生態的役割（例えば，肥沃度の維持と土壌侵食の防止）と経済的役割（例えば，木材製

品の販売による収入増）を担うことがでぎると示唆していろ (58) 。

生産力研究に関係している国際的な研究センターは各国の研究機関との共同研究を1Jご)

ており，世界気象機関と国際土壌科学会ぱ各環境の農業気象を特徴づけるテ｀一々の蓄積と

分析を行っている (59) 。このようなデータベースは現在の生産システムにとぅても，ま

た新たな生産システムにとぅても各々の技術の過月範囲を定めろために不可欠なものであ

る。

3 • 4 生物学的決定要因

持続性という動的な概念は，増加しつつある人口の需要に応ずる生産1Jti)上昇を、意味し

ている。したがって，国際農業研究センターの原形質に関すろ研究も持続性｛ご関連してい

ろ。例えば，探索，収集，貯蔵それに評価などを通して，逍伝的な多様性をもっ資源を消

失や劣化の危険性から守ろように計画されている:,作物改良の仕事は生産力を増加するよ

う計画され，その目的は，病虫害，干魃，塩類集積，土壌毒性などの環境ストしスに対す

る抵抗性を導入したり，維持したりすることにある。広域近応性をもっ品種を育成するこ

とは基本的な育種目標の一つであるが，それによ，って轟い収量安定性が達成され，雰細な

生産者にとって大きな痛手となろ生産の季節変動乞咸少させることがてきるのてあるし
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のCGIAR

DC (アジア

てヽも， また I ｛＇ E
 

p
 

ンター）

CGIAR系の組織においても，

されてい

る文 l PM  1総合防除）は寄主植物の抵抗性の導入，閻作や生物的防除なと農薬の使用量

を最小限にするような持続的な病虫害の制御方式の開発と利用を強調している。

IARCsのいくつかは家畜の健康と栄養の問題に係わっている。例えば， ILRAD 

（国際家畜病研究所）は亨牛の病気，特にタイレリア症やトリパノゾーマ症の制御に関す

る研究を行っている。この研究が成功すれば，アフリカなどの地域で家畜生産を大幅に改

ることができると期待されている。 ILCAは牛と小家畜の栄養問題を研究している。

しては夢 lCARDAの研究プログラムのなかでも強力に進められている。

3 • 5 吻四白勺t夫 牢 翠

生産力研究を行っている研究センターは活動の中心を土壌と水の管理に関する研究に置

いている。それらは，異なった土壌条件と作付方式での養分要求の決定を含む土壌肥沃度

るものである。

天水農業における土壌と水の管理に関すろ理解を広げるためになされた研究は多いが，

その中で， ICRISATは半乾燥熱帯地域での土壌と水の保持に関する問題についての

研究を進めていろ。 II TAは湿潤および半湿潤熱帯地域での主要な土壌の問題に深く係

わっており登土壌の肥沃度を改善する方法と侵食防止の方法を研究課題としていろ (52) 。

I CARDAは，主要課題を水の利用効率を轟めろことに置いているが，その中で土壌侵

を減少させ，地中海気候条件下で持続性を高める生産システムについて研究している（

゜
特定の農産物に関する研究を担当していろ研究センターの中で， CIATはキャッサバ

計画での侵食防止の方法と技術を担当している (60)。 ILCAは属地での土壌と水の保存

を低コストで，しかも地域で作られた農具を用いて行う方法を開発するために家畜による

牽引を研究していろ，, I RR Iでは畑地の侵食防止，不耕起などを含めた土壌管理法の研

究が行われている。

CGIAR系の研究センタ三以外では， I BS RAM (国際土壌研究管理委員会）は研

ネットワークを通してバーティゾルと酸性熱帯土壌の管理についての研究を促進してい

る。 IFD (国際肥料開発センター）は各国政府や他の IARCsと協力して，生産性と

持続性の改善のための肥料の利用法に関する共同研究を進めている。また， ICRAFは

アゲロフォレストリーにおけろ侵食防止のためのいくつかの研究を行っており， I I M 
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I (国際灌漑管理センター） 重点をおいて， ける土壌管

理と水管理の改善を追求してい ·~·0

3 • 6 社会経済的決定要

IFPRI (国際食糧政策研究所）の研究の多くは汐農業の持続性の達成の目標に直接

的，間接的に関係している。例えば， IFPRIは農業による定着を図るためにプラジル

での熱帯降雨林の開発についての社会経済的な効果を研究している。この研究は開発戦略

の分析の中の一つであるが，同時に持続性の達成にも貢献することができると考えられて

いる。成長連関の研究，社会的基盤の開発，それに開発可能性の低い地域での人口問題は，

開発戦略の選択を支援するという点で研究の重要な分野となっているのである。

特定の農業物を担当している研究センターも社会経済的な研究を行い，持続性をより幅

広く理解するために貢献している。 ILRADでは， 3人の自然科学の研究者のグルー

がタイレリア症とトリパノゾーマ症の防除法の改良が，経済，社会および環境に与える影

響について分析している。研究センターの多くは，各国の関連機関と協力して政策分野の

の分析にも係わっている。

各国の農業研究組織を強化するための仕事の中で， I SNAR (国際農業研究指導セン

ター）は主要な環境問題と持続性の問題について関心を示している。政策に関しては，各

国の政策目標が明確になるように支援することが重要である。持続性に関する研究は，研

修のために必要な概念と手法を発展させることに特徴があるが，それは ISNARの活動

の一部分をなすものであろ。

3. 7~ 芍t求の"J:511::il
TACは IARCsによってすでになされた持続性に関する研究の貢献は認めていろが，

その必要性は今後ますます高まることになるだろう。この論文の最終章で， TACはCG

IARの各研究センターが持続性の達成という目標に向けて研究を強化するために必要な

戦略変更の概要を明らかにしている。
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第4章 cc-;IAR組織内に おける持続性関連の

1iff究岬略

4 • 1 挑戦こ対 する反応

持続性を丁 ACの提案している主旨で考えるならば，着実に増加しつつある需要の拡大

と人々の高まりつつある需要に対応できるように農業を管理して行かなければならない。

このことは，現在の生産力水準を脅かす各種の阻害要因を減少させるだけでなく，増加し

ある需要に応ずろように生産力を轟めろことに主要な努力を向けなければならないこ

とを意味している。

世界中で，持続性に関する問題は急速に関心を轟めてきている。このため，時宜を得た

実行可能な解決策を見出すことが大きな課題となっており， CGIARだけでなく何らか

の貢献のできるすべての組織や研究機関において，持続性関連の研究に対して継続的に潟

い優先順位が与えられるべきであろ。農業の持続性に関する研究に潟い優先順位を与える

べきであると強調することは，発展途上国ばかりではなく先進工業国も含めた世界の全域

で農業の持続性の問題が生じているという認識に基づいている。この問題の緊急さが認識

されれば，解決のために必要な努力を結集することができるだろう。

持続性を達成するのを妨げている状況の多く （第 2章，）は，いうまでもなく CGIAR

だけによってもあるいは農業研究だけによっても解決でぎない。各国政府とその開発機関

はこの問題の矢面に立たなくてはならないであろうし，持続性を達成するのに成功するか

否かは結局彼ら自身がこの問題にいかに取り組むかにかかっている。いずれにしても，継

続的な研究が成功のためには不可欠である。 CGIARの各研究センターと各国の農業研

究組織とは絶えずその計画を再検討し，持続性に関係する分野について注目しておくこと

が必要である。

TACはCGIAR組織が有急義な貢献をすることができると信じるものであるが，そ

の努力は全体として将来を見通したものでなければならない0 1 9 8 0年に， CGIAR

組織の支出額は世界の国際的な公的機関による全支出額のわずか 1.6%であり，農業研究

に関する発展途上国の全支出額の約 5%であった (2) 。しかし， CGIARの各研究セン

ターは他の研究所に対する影響力を通して，その支出水準に比べてはるかに大きな影醤力

を持つことができる。さらに， CGIAR組織への資金拠出国や他の組織が持続性につい

て関心をもつことを助け，このことについて妥当な優先順位を与えるよう各国政府や関係

機関が一致することを奨励することができる。
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持続性が人類の需要を満た

, IARC 

って，各研究センターが農業を

題なのではなく

点を変更すべきかどうか，そして

題とされているのである。

農業資源を上手に

に

るこ

貞献してい

た

を

いろと

といえるだろううし

どう

きなのか，

4 • 2 持続性の将来展望に関する研究

国際的な性格を持っている農業研究センターを支援することは度農業生態的条件や社会

経済的条件の違いを越えて容易に適用できるような技術を開発する能力を持っているとし

うことによって正当化されている。過去の成功例によれば，新しい技術は社会経済的な状

況と適切な関係をもち，また各国の農業研究組織やファーミング暑システムと密接な関係

を保ちながら開発されなければならない。

このような経験は生産力研究に関する方法論を発展させる中で蓄積されてきたものであ

るが，持続性関連の研究にも当てはまる。 TACは研究を他の専門分野からまったく切り

離されたものとは考えていない。例えば，持続性に関する研究成果は生産力研究のあらゆ

ろ分野に反映されるべきである。したがって， TACはすべての研究センターが持続性の

見通しを考えて農業の技術革新の開発を進めるべきであろと勧告する。

農業分野の技術革新は，持続性の観点から見て本来的に善であるとか悪であるとかと見

なすことはできない。技術革新を受け入れることの善し悪しはそれらが適用される状況に

よって異なる。持続性を見通した研究は反復的な学習過程を含むべきであり，持続性のた

めに必要な方法を開発するための実験計画を立案するという時点から始められろべきもの

である。研究によって示されるさまざまな技術的革新は，持続性と適用性の面から評価す

べきである。

適用性という面の評価は必然的に営農方式の分析 (farming systems approach) と結

びつくだろう。持続性に関する配感は農家レベルでの研究を中心とするという点を特徴と

するものであり，農家自身の反応を含むべぎものである。持続性は，常に農家の現実的な

問題を認識し絞り込み，それに対する技術的な解決方法を適用すろ際の基準とされるべき

であろ。また，各々の研究者は，ファーミング・システムズ・アプローチにおいて技術的

な解決簑が実際に適用される農法を含め，その地域の状況について詳細な知識をもっ専門

52-



と共同研究チームをこ）くるべきである。それらの専門家は，研究者に可能な解決法の内

時期と手法．さらに持続性に関して考慮すべきことがらを説明してくれるだろう。

そのような研究チームは地域の状況に基づいて登持続性に必要な事項が満たされている

どうかを分析することができるだろう。持続性は農家の優先順位や資源，研究費用繁資

材投入の可能性，経営の損益などの基準も考慮して評価すべきである。

応用研究の柾慮すぺぎ事項は明瞭である。新しい農法は，労力的，経済的にみて農家に

利益をもたらすだけではなく，持続性を進展させるという も有益であるとい

もたれるようにすべきであろ。

細心な事前評価にもかかわらず浄ある新しい技術が，持続性の観点からみると不都合な

結果をもたらすことが事後的に明らかにされるかもしれない。さらに，ある一定の環境を

想定して生み出された技術がまったく別の環境で用いられるかもしれない。例えば，平坦

地のために設計された機被化整地技術が，碩斜地の農民に利用される場合には，土壌侵食

が発生するかもしれない。研究センターはこのような危険性について細心の注意を払うべ

きであり，研究の欠点を隠蔽したり，異なった条件下における技術の修正という課題を遂

る責任を回避すべきではない。

公開討論には関心あるすべての人の出席を認めるべきである。各国の農業研究機関の代

表を含めるのは当然であるが，場合によっては資金拠出国やTACの代表の出席を要請す

ることが必要であろう。意思決定は本来開発戦略にかかわるものであって，短期的利益と

長期的利益との選択や個別農家の利益と社会的利益との選択を含むものである。しかし，

政治的分野の決定に関して研究センターの研究者には責任がない。研究者の役割は最新の

知識の枠内で，その選択の理解を助けることでしかない。

各国の研究組織とのネットワークを通して農家レベルの研究と密接な関係を保つことが

すべての場面において原則とされるぺきである。持続性を適切に評価するための方法論の

開発は，同時に農家調査による研修方法も発展させることになるだろう (4.3を参照）。 T

ACは，各研究センターが戦略計画の改訂の際に計画全体を通して持続性を保っための提

案を入れるべきであるとを考えている。

4 • 3 長期問の持続性の測定

持続性関連の検討事項の多くは本来質的なものである。生産システムのレベルにおけろ

一般的な測定は日常の実験の中でくり返すことのできるものでなけはならない。しかし．
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をより ら評価する i戸,~, モ

適切に組み合せろこと

を開発すべきだと

化していろ研究所や組織と

としヽ--;t:: 

の目的にf口つ

いて専門

きだと考えている(, まだ，研究センタ·--•がこれらの目

ために必要な一次テータい）広範な収集を担当すへぎてはないと考えている。

各国の農業生態系を特徴づける一次データの収集のために開発された手法は，長期間の

持続性を測るための手法として発展させられるへきであろ。

変化させるために疫農業生態的な側面と社会経済的な側面と

割を果すべきである C,

研究センターが持続性に関する研究を発展させろために笠持続性の計測と監視機構に関

ンターは，資源利用を

を図る際の媒体的な

する研究センター間の研究集会が召集されるべぎである。

4 • 4 研究の ／ ゞ ラ ン フ ミ

CGIAR組織内の研究の多くは作物や家面の生産力を改善することに関係している。

生産力研究の計画内の均衡に関しては 2つの基本的な問題が生じている。第 1の問題は，

多面的な研究手法の統合に関するものである。例えば，研究計画において植物育種分野の

比重を低下させ，この論文において定義された意味での資源管理分野により大ぎな比重を

置く （即ち， CGIAR内において「要因研究」とされてきたものを含む）べきであろう

か。

このことは，決して遺伝学や植物育種学的研究が重要でなくなったということを意味す

るものではない。逆に，植物育種は依然として異なる環境下の作物の生産性と収量の安定

性を全般的に向上させるうえで決定的な役割をもっている。 TACは各研究センターに対

して主要な研究分野閻のバランスを一般化して示すつもりはない。この問題は継続的に検

討しつづけるべきものの一つであるが，持続性は，現時点における研究活動とその優先順

位の決定の場面において重視されなければならない。特定の農産物を担当している研究セ

ンターは，その生産力研究のバランスに関して再検討するよう TACは勧告する。持続性

に関連して，研究センターが資源管理に関する研究により多くの比重をかけることは望ま

しいことである。

第 2の問題は， CGIAR組織全体の均衡に関すろものである。特定の農産物に関する

生産力研究と特定の農産物を対象とはしないが持続性の問題に密接に関係している資源菅

理に関する研究との間のバランスをどのようにするかという点である。
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と将来戦略に関して, TACは既に自然資源の維持管理について行われる研究

をほぼ倍増し，作物の生産力研究の割合をその分だけ削減することを勧告した。こ

こではこの見解を再確認するとともに，持続的な生産を達成するために必要な資源管理に

関する研究の強化を提案する。例えば ICRISATで開発された広床畦立て栽培はビジョ

ンピーとソルガムと同様に，カスタービーンとワタの生産力を増す可能性がある。このよ

うな問題に関する研究は，担当作目の生産力に対する ICRISATの貢献を低下させろ

ものではなく，逆にそれを高めるものであろ。

TACの見解では，担当作物を持つ各研究センターは，その作目の生産力の持続性の基

磐となる自然的および社会経済的環境に関する分野を専門的に堀下げることを妨げられる

べきではない。持続性に関するそれらの研究は，必ずしも特定作物に関する研究とは結び

つかないからである。

「特定作物に絞ろ」ことが持続性に関する主要な問題についての研究と両立しないとい

う誤解は，このような原則を明確にしてこなかったために生じたものであろう。 TACは，

持続性関連の研究を推進するために研究センターの機構改革が必要であるとは考えておら

ず， CGIAR組織内外の研究機関の間のより密接な共同研究によって対応することがで

きると考えている。

4 • 5 短期ぉよび長期目標

農家が短期的報酬と長期的報酬との選択に直面する (1.6.参照）のと同じように，研究

者も両方の局面を考慮しなければならない。持続的な農業生産を達成することが人類の需

要の変化に対応するものであるとすれば，その研究も明らかに短期的需要と長期的需要の

に沿う必要がある。研究センターはすでに人々の需要に沿う活動方向を志向しているが，

それぞれの研究計画において，長期的な持続性の視点をどの程度含めるかということは，

その研究所の担当作目の性格によって異なる。

短期的な利益を選ぷか長期的な利益を選ぶかという選択は，資源の乏しい農家にとって

は難しい問題であるが，研究センターの基本目標は短期的な利益追求によって環境の安定

性を犠牲にすべきでないという原則によって方向づけられるべきである。すなわち，短期

的な需要に対応する技術を開発する一方で，同時に長期的に生産の持続性を高めることを

目標とすべきである。

例えば，肥料の投入量を適正化することによって，作物の収量を高めながら土壌肥沃度

を保つことができるというように，短期的利益と長期的利益が一致する場合は決して少な

くはない。また，適切に計画された灌漑方式や開墾計画，あるいは，遣伝子銀行などの事

業も同様に短期的利益と長期的利益をともに高めることができる事例の一つである。持続

性に関する研究はこのような二元的な効果に注目し，その可能性を開発すべきである。

-5 5 -



4 • 6 資材 投入の水準

TACは各研究センターは持続性を阻害せず，低い投入水準で生産を最大にするような

研究を強化すべきであると考えている。低い投入水準にともなう土壌肥沃度の低下とい

問題は，作物によって取り去られた養分を土壌に戻さないことによって発生する。した

て，基本的には均衡体系において生産力を高めることを研究目標とすべきであるが？その

ためには持続性を維持するために購入資材の投入量を徐々に轟めることが要求されるじい

なる投入水準においても，投入資材をでぎるだけ効率的に用いることを基本的な目標と

すべきである。

発展途上国における多くの農家は，資材の購入先がなかったり，購入か不可能てあ・)t.: 

り，経済的な利益を得る保証がないという理由のために購入資材を利用できない状況の下

にある。このために，研究センターは，これらの阻害要因を減少させるための研究や，

まれない環境下にある資源の乏しい農家に恩恵をもたらすための研究の重要性を認識して

きている。例えば，育種分野においては，病虫害に対して抵抗性のある品種，さらに干魃，

塩類集積，アルミ毒性などに対する環境耐性をもつ品種，あるいは，良好な根系や菌根に

よって限られた土壌資源をより有効に利用できる品種を開発することが研究計画の中に盛

り込まれてきている。

これらの品種は，希少資源をより効果に利用しようとするものである。しかし，それ

れの新しい品種はある阻害要因を取り除く助けにはなるが，それが約束している高い生産

性は，他の阻害要因が軽減されない限り持続的なものではないかもしれない。例えば，深

刻な病害に対して抵抗性をもつ品種を開発することによってより轟い収量が達成されたと

しても，この高収量は一時的なものとなることもありうる。収穫された作物によって奪わ

れた養分が堆肥や植物残漬として還元されなかったり，化学肥料によって還元されなかっ

たりする場合にはこのようなことが起こりうる。こういった場合には，地力が急速に奪わ

れて，持続性は養分欠乏によって失われろことになる。

しかし，養分要求量は作物の種類により，また生産方式の違いによって大きな差異があ

る。一つの極端に資材投入量の多い事例として，コムギあるいはイネの多毛作栽培があり，

反対に， 3年に 1回の収穫しか行われず，ほとんど外部資材の投入を必要としないような

キャッサバの生産方式もある。キャッサバの生産方式は，適切な管理が行われている限り，

外部からの投入資材量が非常に少なくても持続的である。

低投入条件下で緊急に必要なことは，土壌の劣化を軽減しこれ以上の土壌侵食を防ぐこ

とであろ。このために，農家に短期的な利益を与える一方で，長期的な持続性に頁献でき

る技術が求められている。このような視点から，家畜の匝肥や化学肥料を用いることは非
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を

にも ‘ぷ、3

いて検討すべきである:,

と

る高生産性農法の発展によって引き起こされている。しかし，このような方式がなけれ

，増加しつつあろ世界の食橿需要に応ずるために，より多くの不適切な土地が耕地化さ

自然生態系の破壊が進行することになろう。

したがって，集約的な農業がなければ持続性が犠牲にされることになる。しかし，集約

を保証するというものではない。逆に，灌漑方式の劣化，滞水層の汚染を

む化学肥料の浪費，有害な病害虫や雑草の定着，そしてこれらを制御するための農薬への

依存度の上昇，良好な農業条件下でのゆっくりではあるが着実な土壌侵食象それに遣伝資

源の損失を招く在来品種の更新など多くの阻害要囚がある c

これらの問題(})多くは，重要な研究課題として先進工業国で取り上げられてきた，問題

がこれまて十分に処理されてきたかどうかは疑問のあるところではあろが， CGlARO)

資金を先進国てすでに十分な研究がなされている問題の研究のために配分すべきで

はなし'o

轟収量生産システムに関する研究において，研究セしざターぱ持続性を保持または導入す

る責任を持つへ沢てある C しかし，その際に，熱帯および亜熱帯環境下で明らかにされて

いろ問題に焦点を絞ヽヽて研究を進めろべきである。例えば｀，水稲栽培に関しては，灌版及

の持続性の問題がある それは，排水の欠如，塩類集積，肥料の利用法．

病虫害， どの管理の問題であろ 0

TACは適切な条件の下では，工業製品の高い水準ての投入が持続的な生産方式にとっ

て重要な貢献をなすことができろと考えており，高い水準ての資材投入生産方式を達成す

ために必要な政策研究を CGIAR系の研究センタ--lり研究計両に含めることを勧告す

るc しかし，その際に，先進工業国て既に行われている扁投入生産方式に関する研究とり）

をさけ，あくまても持続性に関連した研究を行うよう勧告するものてある，～
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4 • 7 キ寺疱厄臼三と さ

農業における技術革新によって誰が利益を得るのかについ

象社会経済的な研究によれば生産の拡大は世界中で主要な

果となっており，最も貧しい消費者がその恩恵を受けていること

社会的基盤整備の進んだ (we!l -endowed)地域では，新技術の最初の採用者は一般によ

り大きな規模の農家であるが，その他の農家の多くも新技術を規模の大小に関係なく採用

している (61) 。したがって，新技術の普及にとっての制限因子は農場の規模ではなく登

自然資源や社会的基盤のような地域環境でもない。低所得と社会基盤整備の低さと

付きこそが制限因子なのであろ。

貧しい生産者は一般に社会的基盤整備の遅れた (less-endowed)地域に存在している。

それらの生産者はさらに価格の低下にも悩まされており，彼等の収入が減少すると

その地域の農業が非持続的なものとなっている。それは短期的な需要のために生態的な安

定性が犠牲にされたり，あるいは都市のスラムヘの移住を余儀なくされているからである。

確かに，社会的基盤整備の遅れた地域にも，持続的な方法で生産力を高める手段はた＜

さんある。しかし，新しい技術の採用は経済的には見合わない場合が多い。それは貧しい

消費者に対して安い価格で食糧を提供することのできる社会的基盤整備の進んだ地域との

自由競争があるためである。そこで，社会的基盤整備の遅れた地域の農家の需要と貧しい

消費者（その多くは都市のスラムに居住している）の需要との問のバランスを図る必要性

がある。さまざまな農業政策がこの問題を解決するために展開されてぎているが，これら

の適用は異なった農業生産構造を導き，異なった持続性の問題を生じることになるかもし

れない。

したがって， TACは各研究センターが社会的基盤整備の遅れた地域に対しても適用可

能な技術開発を優先するように改めて勧告すろ。さらに， TACは持続性にとって必要な

技術の評価をその適用場面に関連する農業政簑をも含めて分析する必要があることを強調

する。

4 • 8 生痒シ＇ジテムの己父丘乏

伝統的な農法の生産力は食糧需要の増加に応じ切れなくなってぎているように見えるが，

これらの農法が立脚している原理は幾世代もの問存続してぎたものであろ C, これまでの研

究成果によって，伝統的な農法のもつ多面的な意義と限界がかなり明確にされてきている。
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しかい例えば病害虫が混作作物に及ぼす影響などを分析するといった作業は非常に

あり，このような分析のために必要とされる研究手法もまだ開発中の段階である。

伝統的な農法の原理を無視することも，また，ある条件の下で適切であろからといって

他の条件の下でも適切であると仮定することも危険であろ。例えば戸アジアにおける伝統

よる水稲生産方式は何百年もの閻持続性が保たれてきているが，その理由は緑

藻類による窒素固定，湧出水からの鉱物の自然投与，それに侵食による傾斜地の上部から

の土壌の堆積などによるものである。しかしこの方式の集約化が進むと，外部からの資材

投入がなければもはや持続力を持たない。

他には，サヘルでの半姐牧の移動放牧の事例があろ。これは茨これまでのところこの地

域では重要な家畜管理方式となってきた。この方式によってサヘル北部では良質の牧草が

得られる一方，サヘル南部では乾期にほぼ永続的な水源地を維持できる。この方式は労働

集約的であるが，単位面積当りの生産量の視点からみろと，アメリカ合衆国やオーストラ

リアの同じような環境下の牧場と比べより多収である。

過去においては有効であったこのような生産方式も，人口増加によって需要が急速に増

加したために，また家畜が飼養経験の豊富な遊牧民の手から経験の浅い農耕民や投資家の

手に移っているために悪化しつつある。研究も普及活動も，この悪化を食い止めることに

関して，ほとんど何もでぎていない。それは，伝統的な農法の有効性が過少評価され，自

然資源の潜在的生産力が過大評価されているためである。井戸の掘削や獣医の援助や放牧

地の保裳による解決には多くを望めないし，移動放牧における相互扶助や肥料，マメ科飼

料あろいは換金作物の利用などにも多くは望めない。しかも，不幸にも，このような解決

法を適用するための基礎的な社会経済的条件も望ましいものではない。それは，遊牧民と

農耕民との間の対立や，西アフリカ市場での輸入肉との競合などといった事情によるもの

である (61) 。

ーケ所に定着して移動しない家畜生産システムでは，農家にとって支出可能なコストで

飼料を供給できる技術についての需要が高まりつつある。この場合，最も重要な飼料源と

なるのは，耕地からの作物残漬や，隣接する未耕作地からの粗飼料である。この両者とも，

さらに効率的に管理できる可能性はあるが，いずれにせよ生産力を高めるためには外部投

入資材が必要となろ。人類にとって穀類は最も重要な食糧であるが，その残演であるわら

は家畜生産を維持する粗飼料として同様に重要である。例えば， I CARDAにおけろオ

オムギ育種にみられるように，作物と家畜との結合方式を目標とすろ育種計画においては，

この点を十分に留意する必要がある。
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トリーとして知られ

得るために植えられる樹木とは区別されている。

アグロフォレストリーは澄燃料，垣根や建築用の支柱，家畜飼料，それにマルチ用資材

ど多くの用途に使われる木材を提供する。マルチ用の木材は，土壌を保護し，透水性を

改善し？土壌侵食を防止するのに役つ。さらに，有機物の土壌への還元によって養分の再

利用が促進される、3 特に使マメ科の樹木が用いられる場合には，窒素の再利用がでぎる

これらの原理は II TAでの「アレイウファーミングJの開発に採用されている。そこ

では，作物が，等贔綿状に栽植されたギンネム (Leucaena) などのマメ科灌木の間に

されている。また，灌木の葉を用いた小家畜の飼養方式が lLC A (国際アフリカ家面セ

ンター）との共同研究として行われている。このような家畜を通したリサイクル・システ

ムによって，農家は灌木を育てることから明らかに利益を得ている。この方式の現地実証

試験は，農家レベルで多様な形態で進められており，湿潤および半湿潤熟帯地域での作物

と家畜生産の結合方式として有望視されている。

一般に，作物と家畜の生産管理方式について生産を最適化し，持続性を保証するために

アグロフォレストリーの原理を開発しようとする研究ニーズが馘まりつつある。また，こ

の種の生産方式のなかで重要な位置を占めるような多目的樹木の検索の必要性も扁まりつ

「多目

であり，アグロ

なものであり序

つである。

TACは各研究センターが伝統的な農法を発展させた集約的生産方式に関する研究を続

けることを推奨すろ。もし，現実的な可能性があれば，この研究にはアグロフォレストリ--

の視点を含めるべきである。

4 • 9 生向二c:.~学における1韮2P：：：

持続的生産の達成という共通の目標を実現するためには，研究者，科学的指導者及び政

僚立案者は，生物科学の先端分野の発展が将来どのような意味をもっかということに注意

しておかなければならない。持続性を達成するためには，生産力を高めることが必要条件
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であるが，それだけでは不十分であり，生産力研究の蓄積を踏まえた技術革新が必要であ

がこの点に関して，生物科学から生まれてきた新しい技術はすでにさまざまな機会を提

供している。それらのいくつかは直接的に持続性の達成に貢献できる可能性をもっている。

例えば；外部遺伝子によって長期的な効果をもつ病害虫抵抗性を植物に持ちこむことが考

えられている。但し，この場合には，遣伝子操作によ-:,て作物が人類の健康や生態的なバ

ランスに対して悪影鸞をもたらさないことが保証されなければならない 3

各研究センダーは，研究所の資源に対する要請との関連で，生物工学における新しい技

術的可能性を研究計画の中に盛り込む際の費用効率を長期的な視点から評価することが必

要である。

生産力研究に携わっている各研究セン勺ーは，生物工学の進歩に注意を払い，適切な時

点を選んで費用効率のよい方法で研究計画を支援できる技術を採用すべきであると TAC

は提案していろ。

4 • 1 0 取策研究

この報告の第 2章では，持続性をおびやかす問題の多くが経済的，社会的，政治的，制

度的な問題と関連していることを明らかにしている。このような背景から，技術的な解決

方法は持たないが，持続性を扁めるうえで有利な状況を作り出すことを目標とする政策研

究の必要性が生じている。

持続性にと 9 て特に重要なことは，各地域の農業生態系における長期的な比較優位性を

認識したうえで，地域特有の生態的な生産力に合致するように自然資源に対する人々の要

求を徐々に調和させて行くことである。このような観点から，需給バランスを対象とする

政策研究は採用すべき調整過程を示すうえで有効である。さらに， CGIAR組織内の政

策研究は，技術研究によって変わりつつある比較優位性に関する分析を行うことて重要な

役割を果たしている 0

研究の優先順位と将来戦略を検討する際に， CGIAR組織内の政策研究部門を拡大す

ることを TACは勧告する。政策研究が持続性の問題解決にとって大いに貢献できること

を確認したうえて， TACは改めてこの勧告を行うものてある。
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4 • 1 1 各 国の農業研究機関との関係

持続性関連の研究について，各研究センターは各国の農業研究組織との関係を保つべき

である。研究センターは各国の農業研究組織に対して，持続性に対する関心と関連研究の

優先順位を高め，そのような研究の遂行能力を強化するように働きかけるべぎであろ。持

続性の問題には地域性があるから，各国の研究計画にこのような重点目標が盛り込まれる

ことが必要であろ。

したがって，持続性に関係する研究の成功は，各国の研究組織の参加とその効果的な活

動に依存していろ。研究センターはその組織網を通して援助することができる。対象地域

にセンターの職員を派遣する形で行うさらに進んだ支援の方法は，戦略的研究が必要な場

合や国家レペルでそれらの問題に取り組むことが難しい場合には不可欠なものとみられる。

TACは，各国の農業研究組織が持続性を真剣に追求でぎるように各研究センターが支援

することを勧告する。

4 • 1 2 研化箋言+1醐
研究センターの研修計画は各国の農業研究組織が持続性の問題に対応する能力を強化す

るうえで重要な機能を果している。これらの需要に応ずるために，研究センターは持続性

の視点をできる限り研修計画の中に組み込むようにすべきである。研究センターの職掌規

定に基づけば，このことは，より劣悪な環境下での研修の強化を含むものである。研究セ

ンターの研修計画において持続性の視点を強化するためには，現在，ファーミング・シス

テムズ・アプローチに関する研修で行われているのと同様の手法が必要となるであろう。

CGIARの研究センターは，研修計画のなかで持続性について裔い優先順位を与え，

各国の研究組織の需要に対応できるように調整を行うことを TACは勧告する。

4 • 1 3 発展途上国の役割

持続性に関連した諸問題のグローバルな見通しについて，研究センターは研究と研修を

通して各国組織の支援を強力に行うが，成功は発展途上国自身の参画にかかっているとい

うことを TACは改めてくり返す。 TACは， CGIARのすべてのメンバーと関係各機

関が，国家政策の優先順位の決定者に対して，持続性に関する問題を強く認識するように

働きかけることを勧告するものである。
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4.14 CGIAR組織内外の研究機関との協力

各研究センターは，持続性を強化することと，研究計画のバランスを図ることに加えて，

地球規模の持続性に関する研究を導入すろことになるだろう。いくつかの研究センターは，

すでに天水地域におけろ水管理のために必要とされている新たな技術の開発や，灌漑方式

における塩類集積の問題や滞水の問題の解決，アフリカにおける眠り病とその環境的制御，

作物や家畜と多目的樹木とを結合させた新しい営農法の開発などに参画している。

この種の問題の解決は，国家レベルの総合的な長期研究・開発計画を必要としている。

国際的な視点からこのような計画に貢献するためには，単独の研究センターの活動範囲を

越えており， CGIAR組織の総合的な活動範囲さえ越えていろかもしれない。したがっ

て，各研究センターによる効果的な協力の要請は以前にもまして轟まっている。すなわち，

単に各国の組織とだけではなく， CGIAR内外を問わず持続性の達成に関して貢献しう

るすべての研究機関の問での協力が必要とされているのである。

最近刊行された報告書の中で， TACは各研究センターの役割の分担， CGIAR系の

研究センターと非CGIAR系の研究機関との間の研究協力の促進に関する見解を示した。

TACはまた CGIAR系研究センターと各国の農業研究組織との関係についても検討し

ている。各研究センターが研究協力に参画する場合の意思決定は，各々の理事会と管理ス

タッフによって行われるべきである。原則的には， CGIAR系の研究センターは，それ

ぞれの役割に関連し，研究の可能な問題に焦点を絞るべきであり，特定の開発計画に左右

されるべぎではない。

TACは，各研究センターが民間機関を含めた他の研究機関との協力関係，特に持続性

に関係した研究を強化するという視点からの研究協力を発展させるべきであると勧告する。
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研究センターと各国の農業研究組織は，持続性に関する問題の解決のためにすてに大き

な貢献を果しているが，現在求められていろ緊急な要請に対してぱ必ずしも適切な対応を

しているとはいえない。

生産力研究に対して配分されている予算の大部分ぱ，既に獲得された成果を維持する

めに費やされている。しかし，その一方で研究活動の対象地は多くの限界地帯に拡大すろ

必要があろ。それは以下の事項を含むものである。

A) より高い生産力と持続性を導くように改善された生産システムの開発に関する研究。

B)劣悪な環境下での農業生産の持続性に関すろ研究C'

C) 自然資源の管理と劣化の防止に関する研究。

D)すでに劣化した土地の回復を目指す研究。

E)生物工学における新技術の開発・研究計画への協力。

各研究センターの役割や発展途上国の需要は多様であるために， TACはこれらの幅広

い研究分野に対して包括的な優先順位を与えることが適当であるとは考えていない。むし

ろ，当委員会は，各研究センターがそれぞれの研究所の役割に配慮しながら，持続性関連

研究と他の研究とのバランスや他の研究機関との協力を保ちつつ，それぞれ固有の優先順

位を確立すべきであると考えている。

持続性の達成を阻害していろ深刻な問題に関する研究と，それらの解決を支援する追加

的な研究が緊急に必要であるという観点から，各研究センターが，その予算配分において

持続性に関連する研究の優先順位を見直し，妥当ならば予算を増加するよう TACは勧告

する。

各研究センターは，持続性を高めろことに貢献できるという確証を得れるならば，新し

い分野を自らの努力と各国の研究機関との共同研究によ-:,て切り開くべきである。環境の

保證と自然資源の保全に関して新たに必要とされている研究は多いので，生産力『関する

研究に対すろ支持と比較しても，この重要な新しい課題に対して資金供与国が資金援助の

枠を拡大すろ可能性か十分にあろと TACは考えている。 TACは，持続性に関係した新

しいプロジェクトの資金を得ようとすろ各研究センターの試みを支持すろものであろ。
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各資金供与国は，持続性関連の研究について，短期的な効果を期待したり要求したり

べきではない。この仕事は，本来長期的なものと見なすべぎであり，少なくとも短期問で

の生産力の向上という面に大ぎな効果を期待すべきではない。 CGIARの影響研究がす

でに指摘しているように，長期問の環境保講を目的とした研究の価値を評価するための新

しい方法が開発され，承認される必要がある。

さらに，すでに検討したように，持続性の達成の障害となる社会的環境要因の多くは各

国の政策にかかわる問題であって，技術的な解決方法を持っていない。 CGIARは，こ

れらの障害を直接取り除くことはできないが，国際社会の幅広い分野を代表する CGIA

Rの構成員はさまざまな手段によって大きな影響を与えることがでぎる。彼らはこの問題

の重要性と緊急性を政府に説得することができるし，持続性に関する農業の研究・開発を

二国問または多国問協力計画に含めることもでぎろ。

最後に， TACは，農業の持続性は第三世界の今後の発展と，将来の地球の安全保障に

大きく関係する問題であることを指摘したい。世界中の資金供与国は，発展途上国と同様

に，将来の資源配分と発展方向の中に持続性という視点の必要性を強調するという点に関

して重大な役割を持っていると TACは考えている。

4 • 1 6 糸吉論

TACは持続性を人口増加と資源保護との動態的関係として特徴づけた。関心をもつす

べての人達が直面している共通の課題は，持続的な農業生産に対する技術的，経済的，社

会的，制度的，政治的阻害要因，あるいはそれらの組み合わせからなる複合的な阻害要因

を取り除く方法を見い出すことである。

国際農業研究センターはこの課題の重要な部分を担当している。国際農業研究センター

は，将来の人類の存在をおびやかす深刻な問題に対する解決策を見い出すことによって，

地球社会に対してこれまでにない貢献をする機会を与えられているのである。
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